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機械化・施設化段階における婦人労働の

特徴と農民経営の発展条件
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視角と方法

本論は農家婦人の解放(一全面発達1))の課題を，生産・労働の社会化を基礎とした農民労

働の変化の中に位置づけ，同時に現段階におけるわが国農民経営の発展の課題といかなる関連

をもちうるのかを実証的な分析をつうじて明らかにしようとするものである。

農家婦人開題にとりくむうえで，美土路達雄は重要な論点在提供している。氏はまず，農

家婦人のプ戸タレリア化の側面をとらえて，賃労働兼業の実態から「農家世帯員のまま婦人労

働戦線に送りこまれ，そこで陶冶されつつも，他方では低賃金，無権利とそして農家特有の性

差別をもちこみ，そのことが独占資本によってフルに活用される根拠となっている刊として

「婦人解放の先進部隊である婦人労働者にとって農外就労農家婦人の地位の改善は足下のいな

自らの焦眉の課題刊であると指摘している(この点については田代洋ーが最近すぐれた成果
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をあげている旬。ついで、，農業労働の側面からは， 70年代に展開された婦人論論争と関連させ

て，きわめて重要な指摘をしている。すなわち r婦人論論争は多くの理論的，実接的成果を
あげたが，ただこの農家婦人の位置と性格の問題はそのなかで富点ともいうべき未触の領域の

まま残され5)Jたと評価し， さらに「不可欠の家族労働力として農業労働に従事し， ことのは

じまりから『社会的産業に援帰』している農家賠人もふくめてその歴史的積極性を論証するた

めには，その F社会的産業への復帰』の仕方そのもの，その労織の歴史的社会的性格がより厳

密に規定されねばならない6)J と深めるべき課題を提起している。 つまり，勤労婦人問題にと

りくむうえで，農家婦人の存在は不可欠なものとして位置づけなければならず，また問時にそ

の農家婦人を論ずる場合， r現代資本主義下の農民的農業7)J全体に位置づけてし、かなければな
らないことを示唆している。

これらの課題を本論で全面的に明らかにすることは困難であるから，さしあたり農業労働

の側面から，婦人労鮪の歴史的社会的性格を確定していくことな課題とする。

農業における生産・労働の社会化は農業を社会的関連において位置づけ，農業労働力を農

業生産の主体的契機として把揖するうえでもっとも重要な視角である。従って，農業労働力の

基本構成員である婦人労働の社会的性格も，その生産・労働の社会化によって把握しうる。

労働の社会化は，その内容として，生産の社会化を基礎とした①個別生産過程における結

合労働・共同労働の拡大とあわせて@社会的分業の拡大・深化に伴った社会的規模での労働の

分化と結合の過程として陶冶の契機を含んでいる8)。 この両者を統一してとらえていかなけれ

ばならない。

山田定市は労働の社会イちを以上のように把握したうえで，農民経営を基礎とする農業にお

ける生産・労働の社会化をつぎの4点にわたって特徴づけている )9。第1に，農業における生

産力発展は工業に比べて著しくたちおくれるが，社会的分業を基礎とする街業的農業の発展は

労働の社会化を漸次おしすすめ， 流通過程に延長された生産過程(貯蔵・保管・輸送)の労働

の社会化→流通過程における農民労働の社会化(共同出再，共同販売等)ー→農民による共同組織

の形成(農協)にいたる。第2に， 農業における生産・労働の社会化は他産業との社会的関連

を深めることによって保される。すなわち工業における生産・労働の社会化の進展が農業の自

給生産部分を切り崩し，ますます他産業の生産物への依存度を高め，この過程で共向労働が家

族協業の枠をこえて部分的ではあるが形成されること，農民労働が社会的分業を担う労働とし

て社会的関連を深め，さらに専門労働力が形成されること。第3に資本の農業・農民に対する

包摂の過程においても進む。第4に農民生活の社会化と密接にかかわっている。

こうした農民経営を基盤とする農業における生産・労働の社会化の特徴をふまえて婦人労

働の性格をうきぼりにするならば，自給生産の支配的な，手労働段階に対臨した家父長的な家

族協業とそれを基礎にした所有・経蛍・生活全般にわたる家長の統括機能は現在もはや失なわ

れているといえよう。すなわち，資本主義発展に伴う商業的農業の発展・深化によって，つま

り生産物の商品としての交換なとおして，自己の労働力価鰻の認識が高まり，家父長的な家族

関係を弱める条件をつくりだすことになる。 しかも r高度成長J期の労働力市場の展開と同
時に工業生産力の発展の結果としての農業の機械化の進行によって，戦前における家父長的な

家族関係を基礎づける物的基盤はくずれていく(法制度自体は存在しない)。家族協業の枠をこ

えた共同労働の形成や，機械を基軸とした労働編成による家族内分業の形成等がそれである。

だが農業における生産・労働の社会化は同時に，農業が資本に深く包摂されてし、く過程に



機械化・施設化段階における婦人労働の特徴と差是民経営の発段条件 183 

ほかならず，農民が貧国化を深めていく過程である。農民層分解がその端的なあらわれであ

る。農業労働の量・質からも特徴づけることができる。 (1)労働生産性が上昇しているにもか

かわらず労掛時間が短縮しない向。 とりわけ家事労働をひきうける婦人の過労は依然、として解

決していない1九 (2)人力・畜力段階から機械化段階に移行して， これまで人間の手に握られ

ていた道具が機械にとってかわることになるが，農業における機械化が披行的に発展する12)こ

とが農民経営に影響を与える。つまり，肢行的な機械化の進行によって，重筋労働が機械に

とってかわり，男子労轍が軽減されるが，他方，手労働が依然として残され，あるいは形成さ

れその労働過程の主要な担い手である婦人労働が規模拡大と栴侠って，栢対的に強化されてい

る。 (3)他方，たえまない機械化の進行は女子の機械使用も増大させるが13)，社会的な教育・

訓練の機会が閉ざされているため，事故・災害が増大している14)。こうして「従属的な労働関

係15)Jが社会的に再生産されている。 (4)又， 生活の社会化の農村におけるたちおくれは，婦

人労働に夜接影響を及ぼす。たとえば農村においては保育施設の整備がおくれているため，二

世代夫婦家族の場合，子供の保育労働は老夫婦の妻が担い，農業生産過程においては補助労働

力化する傾向がみられる。他方，一世代夫婦家族の場合，妻が保育労働を担う一方，農業にお

いても基幹的労働力とならなければならず過重労働となっている例が多い。

このように資本主義下の農業における生産・労働の社会化は食悶化を伴いつつすすんで、い

るが，同時にこうした貧困化の克綴過程のうちに農民の主体形成の内突なみることができる。

そして家族労働力を基本とする農民経営であるが故に，家族労働力の個々の成員にそくしてと

らえることによって，はじめて，その内突が明らかとなるのである。また，地待，階層によっ

て，家族労働力の個々の成員の位寵は異なっている。従って，地帯7J1J，賠層別の分析視角が必

要である。

さて，本論文でとりあげる施設園芸において，ハウス内の高温多湿の環境のもとでの長時

間労働による糧性的疲労の蓄積を藤閣とする「ハウス病Jの症状がとくに婦人たちにあらわれ

ていることが問題とされるようになって久しい16)。また，農山漁家生活改善研究会の鵡査報

告17)では①経営や技術を家族から教えてもらう婦人が，施設園芸においてとくに多く，②「農

作業の責任分担」については，畜産農家の婦人では

「一部の作業はまかされているj ものが80%にも及ん

でし、るのとは対照的に施設園芸では50%にとどまり，

40%の婦人は「夫のいう通りJという結果である(関

0-1参照よ

本論文では (1)施設園芸における技術発展の特

徴，労働編成の特徴を解明する中で，前述の傾向の論

理を把握すると同時に， (2)機械化・施設化段階にお

ける生産力発展を基礎として，婦人の主体形成の条件

が，どのように形成されてきているのかを課題とし

たい。

ここで農家婦人の全部発達の課題，いいかえれば

主体形成の課題にかかわって縄井 功，御園喜博の主

張を検討する。梶井の主張する「小企業農18)J や，御

閣の言う「企業的小農経営19)Jそれ自体についての検

図。-1 差是栄作業の爽任分担
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討も必要であるが，ここで、は農家婦人問題にかかわってふれてみたい。

縄井は (1)家長の統括機能が失われ，あとつぎ労働力が「いえj の農業から離れる傾向が

支配的になったこと，あいるは，あとつぎの農業就業も自主的な判断において選んだ農業従事

という性格をもっていることをあげ，その背景として，戦後の民主教育の成果と労働力主体と

して自立化する機会を農富に与える労働力市場の拡大・深化をあげている。 (2)中，下層農家で

は兼業化が進行し，農業専従者・補助者のいない「土地持ち労働者J化している。その農業は

粗放化している。他方，上層農家では夫婦協業が支配的であるが，機械化体系の確立によって

妻の労働は役に立たず「ワンマンファームJ化が進行しているとする。ゆとりわけ， 5~1O ha 

以上では機械オベレーターの協業体制を組むうえで，妻の労働は期待できないために，農家相

互の生産組織が形成されている。梶井はこの層に臼本農業の担い手を求める。

梶井は「あとつぎ労働力」の自立的労働力主体としての行動を高く評価している。むろ

ん，この点は軽視できないが，むしろ農民層分解の結果，賃労働考化せざるをえなかったこと

が重要な点といえよう。さらに問題となる点は，上層農家の妻の労働に対する評価である。梶

井は次のように述べている。

「……かつての農家の婦人の状態を表明する言葉として乳役兼用無角牛という言葉があっ

た。家事も育児もやるし，もちろん農業労働の主要な担い手でもあった。乳役兼用なのです。

しかも，黙々と文句をいわずに働く無角牛なのです。しかし，単婚夫婦中心になりつつある段

階というのは，息子が労働力主体として自立してし、く過程なのだから，少なくとも結婚する相

手もそういう主体だと思う。だとしたら，無角牛ではなく有角牛であり，段々乳専用になって

いくのではなし、かと思う。そうしますと，夫婦というものは，協業単位の基礎になりうるとは

いえなくなってくる。またそのようになってきているところが非常に多くなってきている。奥

さんがいっしょに働いてもせいぜい1.4位20)いにしか計算できない。だから生産組織に結集せ

ざるをえないのです。......21) J 

この婦人労働に対する展望は，生産と生活を分離した「小企業農Jを措定することからく

ると理解される。婦人の「働きすぎJは解消されなければならないが，生産的労織に従事しな

いことが労働力主体としての自立的な行動といえるのであろうか。婦人の全面発達とは，社会

の構成員として自然改造と社会的制御の能力22)を全面的に発達させることであり，生産的労

働がその基底にあるといえよう。現実に農業労働に従事する多くの婦人にとっての課題は，

業労働をやめることではなく，人間的条件のもとで農業労働の主体としての力能，経営主体と

して力能をもって基幹的労働力となることであり，生産と生活を統一・調和させる主体とし

て成長していくことであろう。ひいては統治主体・変革主体としての発展が課題となるので

ある向。

他方，御盤氏は自家農業労働力構成から (1)男子経営主一世代のワンマンファーム (2)一

世代夫婦家族で，男子経営主導従，妻がその補助者 (3)親子の直系二世代家族労働力の協業

で，女子労働力は家事・育児に専従(倒産系二世代家族労働力の協業で，女子労働力が祷助者

の4つの形態を基本とし，男女の立場の逆転会後退とみる。御園もまた家族労働力の自立化の

進行によって，職業として農業を選択する方向にあること，夫婦家族がふえていることを指摘

する。また，ニ世代家族協業経営にあっても，部門分担や部門独立等の新しい内容をもってい

ることを指摘し，現実の動向をみていく上で学ぶべき点がある。だが，御鴎もまた，女子が家

事・育児に専念する方向を望ましいこととし，その逆を後退と把握する。御薗は「女子の生産
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的労働への就業は，農外兼業はもちろん，自家農業就業の場合でも，今日のそれは基本的に

いって男子(夫)だけでは自家農業労勘に不足し，家計費に不足する所得部分をおぎなうもので

ある。……けっして新しい高度農業化社会における新しい女性の職場進出・生産的労働進出と

同じではない。そのかぎり夫の労働と所得だけで自家農業と家計がまかなえる条件が確立すれ

ば，ここでも妻・主婦は……さしあたって農外兼業就業はもちろん自家農業からも可能なかぎ

り手を引き，家事・脊児などの家庭生活に専念する方向を志向するであろう 24)oJと述べる反

商， r反対に，高度産業化社会の進展に伴って社会的労舗の性別分担のありかたに変化が生じ，
女性の職場進出・生産的労働進出が新しい次元で，より一般的な方向として拡大・定着してく

るということも今後の進路として予想されるe …ーしたがってまたその一環として，妻-

の女子労働力の自家農業への就業が，新しい意義と内容をもったそれとして再編成され普及す

るようになるかもしれない向。j と述べる。女子の生産的労働への就業の評価については， 既

にみた梶井氏の主張の検討に譲るとして泌)， この論全体がきわめて観念的なものになっている

と言わねばならない。現実の条件検討をとびこえた期待の論理となっているからである。資本

主義のもとでの機械制大工業が新しい搾取材料として婦人をど家庭からひきだし27)，そして，ほ

んらい平等の条件であるべき機械による労働が，資本側生産のもとでは，性・年齢による差別の

基礎条件として運用され，婦人を家計補助的労働力にとどめるのである。婦人の生産的労働の

従事それ自体，肉体的・精神的な苦悩をもたらしながら進行しているが，資本による搾取のた

めの手段として利用され，多就業化はおしとどめることのできない傾向にある28)。こうした実

態を基礎に，婦人労!動力の自立化の条件と方向な解くことこそが課題といえよう。

以上のような視角から，農家婦人労働の現笑の分析にすすまなければならないと考える

が，本論でとりあげるのは施設閣議を経営する農家であり，その農家婦人である。突際の対象

としたのは洞爺村の施設商議農家である29)。

ここでは，農民経営の発展，さらには地域農業の発渓の課題が農家婦人の労働主体の形成

とどのような関連をもつのかを課題としたい。その前提として，洞爺村の事例を特殊な実践と

してとらえるのではなく，農業における生産・労働の社会化が農民の労働主体形成の契機を含

んでいるという視点から，第1意では絡設関芸の技術発展の特徴と施設園芸農家の階層的特教

をとらえる。第1撃の分析をふまえて第2章では潟爺村の施設園芸農家の形成・接関の特徴を

明らかにする。第3主主では，事例農家宅ど中心に婦人労働の分析を行なう。以上をふまえて，第

4主主では，生産学習の側面に重点をおいて，婦人の主体形成の条件・課題を探る30)。

1)池上 浮が「人i誌の念頭発途」をとりあげており，氏から学ぶところが多かった。(島恭彦監修『経済学

入門』譲渡『現代経済学Jl1978). 

2)奨士路主主縫「重量家婦人の労働・生活と婆求J(蒸Jlf俊総他綴『労働者の生活と家事・脊泥J講座『現代の

婦人労働Jl3，労働旬報社， 1978) p. 179-180，なお氏の「差是村綴人論の課題J([11976年度北海遊火学教
育学部社会教育研究室報Jl1976)にも学ぶところが多かった。

3) 向上， p. 180. 

4) 国代洋一「労働市場と兼業後家問題の現局間J(日本農業経済学会『差是主義経済研究』岩波謬応， 1979. 9) 

5)前掲焚士路逮捻「差是家婦人の労働，生活と要求Jp. 181. 
6) 向上.

7)向上， p. 178. 

8)仲村政文『分業と生産力の理論Jl(青木繁j瓦 1979) p. 279-287， 111回定市『地域燥さ長と農民数脊Jl(艮

ヨド絞済評論社， 1980) p. 158. 
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9)山泊7E市，向上， p. 159-162. 

10)橋本玲子「設はl漁村役民の生活J(雲監蜜健一， 1吉村う己主主総 F日本の後菜・食糧』王寺*惑賂， 1978) p. 87-
89. 井上和事者 f淡水;の危機的状況と俊民生活J(王寺崎稔綴『現代続本の郁子行と幾村J大JHsJ百， 1978) p. 
202. 

11) 美土路達雄「差是主主『近代化J と農民の縫燦問題にかんするシンポジウム J 発題(北海道)~学教育学部絞

業教育研究計画施設『授業と教育』第 1号， 1979) p・2-3.

また衣室主秀子{邸主，北海道における酪後経営位持の潟3まから，労働時間が長くなると，男子の場合，生

耳主的生活時間(休態・食事・入浴)を短縮し， ついで社会的文化的生活時i習を短絡iするが， 女子の場合

は生理的生活時間が生理的に必婆な限界であるため，社会的生活時間をまず削減することになにとく

に20-40裁合の肉体的主主労が努しいことを指摘している。有資秀子他「北海遂における向点差益経営i引lf

の生活構造についてJ(臼本差是村生活研究会付金村主主浴研究.!l22巻第2号， 1978). 
12)山回定市，官官矯， p. 148-149. 

13)工藤lE議「差益請さの機械化による婦人労働の変化J(差是林統計協会 F差是将;統計調主主.!l1979， 4月一号).
また， i:な村えり子は大毅機械化「一貫」体系段階にまで逮している北海遊畑作地帯の斜里町の災態調査

から男子主主幹労働力一人の淡家では婦人の機械使用が多くみられることを報告している。(北海差是業経

済学会自由研究発去「大君主機械化 f一貫J体系におけーる紛人労働の特徴及び主主村における家事労働の社

会化についてJ197宮).

14)高井宗宏「幾作業事故の現状とその要図J(前掲1f(ls:去さと教育』第 1号， 1979) p. 5， p. 15. 
15)官官掲奨土路速雄{農家婦人の労働・生活と要求Jp. 196. 

16)若月俊一「後村婦人の生活と健康J(丸悶秀子・ j、王寺溶綴『幾村世話人』議殴『現代総人問題講座.!l， 3， !lE 
紀議努， 1969) p. 274-277. 

17)幾山漁家生活改響研究会Iffltl和 51年度差是村婦人の炎主主・生滋活動との関連に toiJ'る生産主設計計叡iに1*1
ずる調査報告議.!l1977. 

18)梶井 功1ft]、企業後の存立条件.!l(東京大学出版会， 1973)芳『淡地法的土地所有の JJfJ主主.!l(災林統計協会，
1977)等.

19)御園芸事i零『現代食業経済論.!l(東京大学出版会， 1975)が絞も整理されている。

20)基幹労働力の投下労働を 1とすると姿の労働はその4割程度の補幼労働力にとどまると結論している。

21)桜井 功，前掲『至急地法的土地所有の崩壊.!lp. 111 

22)池上淳，前掲， p. 190. 

23)山限定市は主体形成を，労働主体，経営主体，統治主体，変革主体としてそれらの相互関連をとらえよ

うとしている。本論もそれに学ぶところが多し、。 III問主主市，前掲， p， 223-251. 

24)御言塁審博，前掲， p. 130. 

25)向上.p. 131. 

26)大木れい子は篠閣の見解を系統的に批判している。大木れい子「差益民経営における家狭労働力の自立化

と婦人労働に関する党え議~ー御薗喜博氏の見解を中心に-J (東北大学淡学研究所長差業経済研究室『差是

業経済研究室報』第1号， 1980). 

27) マノレタス「機械と大工業J(If資本論.!l1革委第 13jl雲，火月議庖)p. 515-516. 

28)布級品子は多就業の形をとる家族が犠大していることを指摘している。布施晶子「労働者家族の生活J

(蒸)11俊雄他綴『労働者の生活と家事・育児』繁盛『現代婦人労働.!l3，労働旬報校， 1978) p. 37. 
29) 照爺村農業は既に太関原高招によってとりあげられ，地域幾業の発主義をめざす実践として:'I':倒的にも注

飼されている。太罰原高昭「活路をひらく人々そのー，許可爺村の施設関誌と，畑作複合緩営J(北海滋差是

薬会議『北方差是業.!l1974，6月号)， If地域淡業の発渓と差是協の役割ij.!l(差是・政調査委員会『臼本の幾主主.!l112， 

1977)， If地域農業と差是協j}(日本経済評論社， 1979)等。 1977年の有珠山噴火では滅爺村でも多大の被55

を被ったが差是協を中心とした敏速な対応で一人の隊長義者もI:l:lさなかった。

30)なお本論文にかかわって以下の論文を参照せよ。掛稿卒論要旨「差是家婦人の労働と生活ー洞爺村の実態

分析をや心に-J(北海道大学教育学部社会教育研究室『北潟道大学教育学部社会教育研究室報j}1976 
年)， r畑作・そさい地帯-i司爺村における差是主芝生産力形成の特質J(奨土路達雄，山田定市ほかはと海道
における差是業生産カの現段潜j第3君主第3節，北海道大学『教育学部紀要』第29号， 1977)，修士論文

「街業的重量業の発展に伴う幾多喜労働編成の質的変化と農家婦人の地佼・役割jについてー務設関笈差益業の
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主義例を中心に-J1978年，修士論文要旨，同左(北海道大学『教育学部紀婆』第32号， 1978年)， r幾業
労働における婦人労働の役格変化と主体形成一施設閣議長量業差是家婦人を中心に-J岡本社会教育学会
『日本社会教育学会紀婆』 昭和53年度， No. 14， 1978年).

第1意施設濁裳農業の現段階

1. 商業的野菜生産の発展

まず施設関装の位置づけをしておく。

野菜の商品化が本格的にはじまるのは，明治期以降であることはいうまでもない1)。資本

主義発展に伴う都市人口の増大と輸送機関の発達が野菜の商品化を促したのである。たとえば

高知のトマト・キュウリ・スイカ，宮崎のカボチャなど輪送開芸として発展していったものも

あるが一般的には自給的・零細経営が庄観的であった。

戦後， とりわけ1960年以降の「高度経済成長j下に都市へ人口が急激に集中したこと

(一労働者階級の増大)と食生活の「洋風化」に伴う野菜の需要構造の変化が柏侯って，野菜の

商品化が全菌的に展開されることになる。

近年の野菜生産の動向からもその伸張がうかがえる。 1966年から 1974年の5年間に農業

粗E差額は1.6倍となったが(生産農業所得統計)，野菜の粗生産額は2.1倍とはるかに伸びが大

きし、2)。作目別にみるならば，根菜類は停滞的だが，それとは対照的に果菜類と葉茎葉類は増

加の一途を示し r洋風化Jが進展している。
ところで野菜生産の技術発展が生産力発展の物繋的基礎となっていることはいうまでもな

い。農業基本法にもとづく f構造農政Jによって「選択的拡大J部門として，政策的にも，て

こいれがなされ，戦後の野菜生産の主要な方向のーっとなるのが施設問芸の渓開である。

北臨道においても野菜は近年急増し，全国的地位を高めつつあるが，寒冷地という自然的

制約から，道内産で自給可能なのは8，，-，11月の 4カ月ほどである。とりわけ冬・春期の道外依

存率の高さが高価格をもたらし，道内自給率の向上が課題とされている。近年，施設園芸の発

展とも相侠って 5~7 月の早出しの増加がみられるようになった。 表 1-1は全国及び北海道に

おける主な作自の施設園芸，露地別の収穫量・出荷量をみたものだが，施設関京への依存がき

わめて高いことが明らかで、ある。しかも 1973年から 1977年の5年間の期間にあっても依存率

を一層高めているといえよう。北海道ではトマト・キュウリ・スイカが顕著である。

2. 施設国芸の技術発達

施設園芸とは一段にはガラス案，あるいはハウス， トンネルによる保温栽培，及び磁耕・

砂耕・水耕などの養液栽培による閤芸をざしている3)。

施設問芸の発祥は江戸末期に始まる。油紙障子が一般的であったが，明治に入ってから，

ガラス室ができ，昭和に入ってから近郊を中心に非常な発展をとげる(悶 1-1参照)。昭和16

年には44万2902坪に及んでし、る。しかし第2次大戦突入による資材不足，農地作付統制，

果物の配給統制などの規制によって衰退していく。戦後，公定価格制度や青果物の配給統制が

撤廃され，野菜価格が高騰する中で，ガラス室栽培が復活する。 1960年に2万9620aであった

ものが， 1975年には 11万2860aにも及んで、いる。 現在カゃラス温室で栽培されているものと

しては花弁とメロンが圧倒的に多い。カ、ラス窓は漸増しているとはいえ，回定資本額が膨大な

ため，作目も限定され，普及状態も地域的に限定されているのが実情である九

ところで施設閤芸の全国的な普及・発展は戦後の重化学工業の発展まで待たねばならな
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図1-1 施設濁芸発達史

ガラス室 のウ ス そ 他

1870 現在，青山学波大学(渋谷区)に

(明治3年)I 開拓使闘が設霞，わが濁最初

1907 以降営利温室

大都市付近の数名の実尊重量家

関東大震災を契機

静陪，愛知，神奈川

非常な発展

1924 

昭和年代

1941 面積 44万2902坪

(1，461，577 m2) 

資材不足， f下付統制，青果物の
配給統制

第2次世界
大戦

戦争末期!次第に衰退していく

壊滅状態

1949 公定価格純度，青果物配給統制j

撤廃

野菜倒格商話番

ガラス閣議復興 I 1950 

1952 I 6月l尽調査(農林省塩化ビニーノレ 農業に利用考え

22万369坪，加湿設備あるもの|る，富士実業株式会社

(727，218 m2) 8万5733坪 I1951 

大洋興業株式会社

温床床子紙代用として幾林省に

依頼， 18ヶ所の鼠試で試験

1953 

ビニーノレ普及

以後 紙のトンネノレ・ハウス

1955年以降，減少

プラスチックハウス急増

ポヲ Z チレンフィノレム試験

ポリエチレンフィノレム普及

プラスチックフィルムはその保

温伎がよく関東以磁に急速にト

ンネノレ栽培普及

1957年以降

大君主化，鉄骨化

以前30分おき投入

昭和 15年 i 

半貯炭式ボイラー開発 i

深夜作業半減 (3時間おき投入)

石灰，薪録済等の燃量，温水緩

E事

1961 

ポリチュ ブによる潜水

1962 

硬質塩化ビニーノレパイプ

i 1963 
j 混成暖房

鉄骨速機ハウス普及 I 1964 

!大型ハウス時代112万8521a (全体の 47%)

パイプ譲水普及

注) 日本農業研究所 r戦後技術発達史J]，日本施設問主主協会 f施設題芸とくほん』他より作成
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かった。塩化ビニールの農業への利用の試みが1950年代のはじめにはじまり， ピニールフィ

ルム (1953)に続いて， ポリエチレンフィルムが実用化される (1956)。保温伎がすぐれている

ためそれまでの油紙にとってかわって5)ビニールのトンネル閉場が普及していくことになるが

大型化によって，一騨保温効果が高まり， しかも圃場内の作業が可能となるため， トンネルは

漸次大型ハウスに移行していくことになる。こうしてビニールハウスがガラス温室を凌駕す

る。ピニールハウスの設鐙面積は1960年の 14万1060aから， 1975年にはその 15倍をこえる

218万6180aに達した6)。

ビニールハウスがガラス温室と大きく異なる点は，固定資本額を大幅に引き下げる経済性

であり，そしてまたその簡便性である。 ところが 1960年代に入ってからは，大型化・鉄骨化

が進展し，問時に暖房・潅水等のハウス内装嬬も充実し，農業生産力を高めることになるのだ

が，他方闘定資本額・流動資本額が増大し，経営圧迫の要閣ともなっている。

さて，ここでは急激に発展したビニールハウスを中心にその技術発展の過程を追うことに

しよう。

ビニールハウスの大型化・高度化は「前進栽培j と「競模拡大」を基調に発展してきた。

1955年頃から，従来の竹製・木製のものから，鉄骨重量のものがあらわれ， 1960年以降大型化・

高度化が進展していくのである。 それと波行して 1970年頃から簡便性の利点なもった金属パ

イプが増加してし、く。 1975年現在，全ハウスの 26%が鉄骨， 63.1克がパイプとなっているが，

くからはじめられていた高知では竹製・木製のものが依然として多い(表 1-2参照， なお高

知県の木製・竹製のシェアーは59.3%にも及んでいる7))。大型化は省、力化に大きく寄与した。

すなわち，耕転機(さらに中型トラクタ…・トレンチャ)・防除機・収護台等をもちこむことが

できるようになり省力化がすすみ②地這仕立てから支柱支立てとなり栽培管理作業と収護作

業が容易になり，筏植・集約栽培を可能にしてきた8)。 同時に一連のハウス内装備の充実が省

力化をすすめてきたといえよう。暖房は育活過程が先行してすすみ，電熱利用による加温か

ら， 1960年墳からは重油利用による温風・温湯が本格的にはじまり，これ以後ハウス本闘の温

風暖房による変温管理技術が急激に普及していくのである。この温風暖房機の開発が，北海道・

北臨等の寒冷地の施設題芸普及に貢献すると問時に r前進栽培j を一層すすめ周年栽培， 周
年出荷を実現させる重要な物的基礎となるのである。 1975年には加温面積が施設歯芸全体の

42.6%を占め，そのうち72.8%が温風で占められている(表1-3参照)。温風緩房機による積極

的加温は従来の薦掛保温を排除し，促温としてカーテンやビニールの 2 りを備えることに

なる。換気については，被覆フィルムの重ね呂を利用して，ずりあげ式換気法を利用している

が， 1960年以降，換気扇による強制換気法が普及している。 1975年現有でニ重カーテン装備

面積は対総面積比26.9%，換気扇装備面積は対総面積比0.3%である。海水方法は当初，手動

によるホース海水が支配的であったが，その後ポリチューブ控室水からポンプ海水による自動海

水が普及し，自動準水装備面積は対総菌穣比46.2%に及んで、いる(以上1975年現在9))。追肥

は海水と同時に液肥の利用を兼ねることが多い。

戦後の施設盟芸は以上のような省力化をすすめながら今日に至っているわけだが， しかし

収穫過程の機械化は，ほとんど手がつけられていない。しかも栽培管理における技能性はむし

ろ一層強化されているといわねばならない。たとえば育活法は鉢育苗が一般化してきている。

之れは苦の移動が容易になるばかりでなく，定植労働が節約され，ハウスの大型化実現の大き

な要因となっているが，これによって「受光・混度条件の不均一に対し，鉢の移動によって生
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表1-2 ハウスの骨組の変化

設 震 ii'ii 積 (m2) 設霊童比率(%)
年度

鉄 骨 ノミ イ ア その他 合 言十 鉄骨 パイプ その他

全
1967 31，790，514 33，777，456 65，567，970 48.5 51.5 
1969 40，116，073 33，715，200 28，748，583 102，579，856 39.1 32.9 28.0 
1971 46，438，129 70，637，157 24，000，897 141，076，183 32.9 50.1 17.0 

関
1973 56，252，117 125，804，244 18，904，859 200，961，220 28.0 62.6 9.4 
1975 56，936，612 138，009，117 23，672，502 218，681，231 26.0 63.1 10.8 

~t 
1967 393，475 229，995 623，470 63.1 36.9 

1969 171，301 796，468 142，459 1，110，228 15.4 71.7 12.8 
海 1971 284，293 1，016，224 140，194 1，440，711 19.7 70.5 9.7 

送
1973 432，664 1，618，099 151，235 2，201，998 19.6 73.5 6.9 
1975 537，842 1，340，432 220，174 2，098，448 25.6 63.9 10.5 

東
1967 1，192，255 314，615 1，506，870 79昏2 20.8 

1969 1，151，400 651，067 223，153 2，025，620 56.8 32.1 11.0 
1971 1，816，955 2，054，144 159，986 4，031，085 45.1 51.0 4.0 

~t 
1973 2，699，851 5，386，991 115，897 8，202，739 32.9 65.7 1.4 
1975 3，020，741 6，793，796 34，222 9，848，759 30.7 69.0 0.3 

関
1967 15，671，539 5，077，085 20，748，624 75.5 24.5 

1969 19，371，151 12，452，103 2，622，096 34，445，350 56.2 36.2 7.6 
1971 20，399，993 25，733，811 1，911，121 48，044，925 42.5 53.6 3.9 

予草
1973 24，948，655 38，154，955 1，661，626 64，765，246 38.5 58.9 2.6 
1975 25，241，899 39，056，852 2，395，107 66，693，858 37.8 58.6 3.6 

ゴヒ
1967 873，205 532，408 1，405，613 62.1 37.9 

1969 1，181，885 219，328 654，763 2，055，976 57.5 10.7 31.8 
1971 1，315，067 1，071，883 140，749 2，527，699 52.0 42.4 5.6 

陵
1973 1，155，514 2，646，124 278，122 4，079，760 28.3 64.9 6.8 
1975 1，172，225 3，402，571 294，447 4，869，243 24.1 69.9 0.6 

主主
1967 2，982，972 2，010，322 4，993，294 59.7 40.3 

1969 3，422，088 4，310，338 765，119 8，497，545 40.3 50.7 0.9 
1971 4，856，168 7，841，070 1，460，409 14，157，647 34.3 55.4 10.3 

海
1973 5，875，972 11，377，687 414，647 17，668，306 33.3 64.4 2.3 

1975 6，297，953 11，741，182 540，479 18，579，614 33.9 63.2 2.9 

近
1967 2，303，678 2，715，787 5，019，465 45.9 54.1 

1969 2，567，190 5，597，313 4，129，355 12，293，858 20.9 45.5 33.6 
1971 3，624，125 8，536，275 2，994，917 15，155，317 23.9 56.3 19.8 

畿
1973 2，480，931 12，751，772 2，356，772 17，589，397 14.1 72.5 13.4 
1975 2，471，136 13，615，749 1，615，228 17，702，113 14.0 76.9 9.1 

中
1967 4，710，195 14，609，087 19，319，282 24.4 75.6 

E認 1969 5，586，343 3，294，002 14，528，535 23，409，180 23.9 14.1 62.1 
1971 5，941，731 7，817，310 13，068，866 26，827，907 22.1 29.1 48.7 

立B 1973 8，802，531 17，869，655 12，032，442 38，704，628 22.7 46.2 31.1 
醤
1975 9，143，022 20，398，326 14，245，087 43，786，435 20.9 46.6 32.5 

九
1967 3，663，195 8，288，157 11，951，352 30.7 69.3 

1969 6，664，715 6，394，581 5，682，803 18，742，099 35.6 34.1 30.3 
1971 8，199，797 16，566，440 4，124，655 28，890，892 28.4 57.3 14.3 

1H 
1973 9，722，177 35，806，791 1，872，535 47，401，503 20.5 75.5 4.0 
1975 8，948，425 41，414，402 4，304，911 51，667，738 16.4 75.6 7.9 

注) 幾林省 r閤芸F自ガラス室，ハウス等の設霞状況jJ1968， 1970， 1972， 1974， 1976年
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表 1-3 加滋設備の変化

年度 話1 湯 蒸 気 滋 題主 スト ア 電 熱 その他 メ日為 計

産自 1967 

2担14723B93，861318135667043J点，655665目48 3 8 0 43348355339229UL，，，44e41Ln 69340 1 1 1 24677544，必2，，必516221叩市350，，J3後4r15必4238 5 1 1 
139日lR月ρJ，98604五9 7 3 4433，，，，OO29704132 91，，，0274069 3 0 1，830624882938，，，，235108994 8 4 9 

18，322，775 
1969 38，699，089 

金 積 1971 I，61519 9 59，，，881249916 ，，32 59 1973 ，721 93.141.296 
(m2) 1975 2，835，622 101，896，562 

上七 1967 23.0 2.5 40.7 6.9 22.2 4.6 100 
1969 19.7 0.9 65.2 2.4 10.8 1.0 100 

寝苦 E容 1971 20.4 0.6 68.9 1.9 6.6 1.7 100 
1973 25.6 0.5 69.3 0.7 3.2 0.7 100 

(%) 1975 23.9 0.5 72.8 7.8 100 

面 1967 
451515，，，0708693 8 1 

4，455 

2386014788，，，，740576794 1 8 7 
36，，05922 1 149，943 12，941 223，293 

1969 116 38 224142，，33992 0 290 593，541 

jヒ 積 1971 600 24，，4691 0 2，234 602，885 
1973 185，261 3，268 17.613 161，346 12，777 997，862 

(m2) 1975 127，977 1，136 720，819 42，754 892，686 

海
比 1967 6.8 2.0 2.1 16.2 67.2 5.8 100 
1969 7.0 0.0 45.2 6.5 41.2 0.0 100 

送 主客 1971 9.1 0.1 5l.1 4.1 35.2 0.4 100 
1973 18.6 0.3 61.9 1.8 16.2 1.3 100 

(%) 1975 14.3 0.1 80.7 4.8 100 

泊 1967 

31267，93，』4711025367712L，，，，746但79Z2M69 8 8 5 

119，569 

1221493588，1，，06O69O曲8663I4，，4高，6110188593 3 2 9 562764573561，，，，682834504 7 3 4 
2，，263448，. 928 56543，，31576 1 9，222，134 

1969 68，536 1，638，103 18，261，203 

関 1資 1971 15442，，O1245 4 
1，253，793 925，925 25，S19641，，3852 7 

1973 190，670 149，942 33，164，824 
(m2) 1975 78，736 433，538 36，298，089 

比 1967 15.8 1.3 44.4 8.0 24.3 6.1 100 
1969 15.7 0.4 72.0 3.0 8.7 0.3 100 

予震 軍事 1971 12.7 0.2 76.1 25.6 4.8 3.7 100 
1973 20.3 0.4 77.5 0.8 0.6 0.5 100 

(%) 1975 19.6 0.2 79.0 1.2 100 

iID 1967 

22153，4S干1169開1剖1q弘，3，:鉛91田絡4375 0 8 4 

5663，，57952 9 

2E7，O38371813103607，，，33O319794144 9 8 1 7 

63，403 27943，，99908 1 
52，909 1，14520，，45446 4 

1969 
427947，，，OO92279 5 1 

5，677 2，1 

東 務 1971 
211354061，，，7446886 1 1 

226863，，68493 1 26，288 
958，，，452503974，，，8993195 0 7 1973 0456，. 611 

(m2) 1975 106，172 

比 1967 51.2 4.7 27.4 5.6 6.6 4.6 100 
1969 35.7 3.1 45.9 1.4 13.7 0.3 100 

海 E終 1971 26.9 2‘9 63.0 1.4 5.4 0.5 100 
1973 25.7 1.7 68.3 0.6 3.2 0.5 100 

(%) 1975 23.0 2.4 73.5 l.1 100 

E百 1967 

22m784014L，J，n伍61565回37 5 4 1 112442，，，.672188179 0 0 3 233524497594久0h，，J7994m315863 7 3 9 

503 

437755672566，，，，429842882 5 5 1 

11，541 

1l1，，，2O4002896944，，，，520308517 0 0 8 
1969 124， ，457 

~t Z資 1971 12.771 2，91710 1 
1973 9，340 

(m2) 
， 

1975 1，378 278，916 1，135，411 

比 1967 l.1 1.0 6.8 0.1 88.3 2.7 100 
1969 5.6 1.2 22.5 1.3 69.4 100 

陵 主客 1971 5.9 1.2 29.1 l.1 62.5 0.2 100 
1973 20.2 0.2 36.1 0.9 42.6 0.1 100 

(%) 1975 25.1 0.1 50.2 24.6 100 

注) 農林省 f菌芸用ガラス蜜，ハウス毒事の設重量状況.Jl1968， 1970， 1972， 1974， 1976年
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表1-4 トマトハウス促成 10a当たり労働時間

時間 ?も

10アーノレ当たり 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1969 1976 
労働時間 (時)

百十 1682.6 1603.7 1259.4 1218.8 1196.7 1160.2 1180.8 1181.4 100 100 

家 族 1622.5 1573.9 1199.7 1174.7 1167.8 1129.6 1148.1 1128.9 96.4 95.6 

E霊 用 60.1 29.8 59.7 44.1 28.9 30.6 32.7 52.5 3.6 4.4 

10アーノレ当たり(待{乍) 
業別労働待問

本ぼ耕起および 29.5 29.0 20.9 24.0 26.3 27.2 28.6 26.0 1.8 2.2 
整地

フじ 1巴 33.7 30.0 26.3 24.4 21.9 20.4 21.7 23.0 2.0 1.9 

定 機(は憲章) 63.7 63.9 66.0 79.0 59.0 55.3 56.1 54.9 3.8 4.6 

中耕除草 64.1 52.1 51.8 46.2 24.5 30.0 19.4 17.7 3.8 1.5 

追 s1:; 11.2 18.1 16.1 15.5 16.6 12.6 16.0 15.5 0.7 1.3 

栽務管理 436.5 464.5 391.8 384.8 401.4 385.7 351.6 348.6 25.9 29.5 

防 徐 75.9 59.2 54.5 50.6 50.7 51.6 66.6 67.8 4.5 5.7 

収穫調整基 360.4 323.7 259.5 240.9 314.8 326.0 338.1 326.8 21.4 27.7 

そ の 告患 607.6 563.2 372.5 353.4 281.5 251.4 282.7 301.1 36.1 25.5 

注) 農林省 F野菜生産変調査』

育の平均化を留ることが可能JOりとなり「鉢毎の個別操作による均質密の育成がはかられll)J

ることになった。こうした脊苗管理の細分化・級密化の契機をみすごすべきではない。また接

木育荷・ウイルス接種，あるいは発芽促進在日的とするホルモン処理，摘果，摘;誌等は施設菌

芸生産特有の集約的管理労働であって収穫安定には不可欠である12)。表 1-4は全国トマトハウ

ス促成の 10a 当りの投下労働時簡をみたものである。 1969~1976 年までに総労働時間につい

ては 500時間ほど減少しているが，栽熔管理と収穫の総労働時間に点めるシェアーはむしろ増

大している。

こうした施設園芸特有の徽密化した栽培管理労働に代表される集約的労働過程が広範に存

在するため労働時間の短縮には限界がある。ハウス作目として代表的な，キュウリ，ピーマン，

トマトなどは収穫と栽培管理の碍過程だけで， それぞれ総労働の 59.6%，61.1%， 65.6%も占

めている (1974年野菜生産費調査第3章表 3-1参照)。 これら果菜類では， とりわけ未成熟果

の選別収穫が多く，その上，出荷規格の多様化，厳密化がとられているため，きわめて労働集

約的であって，労働競合の主な要国となっている。その結果，関 1-2にみられるようにハウス

規模 3000m2以上では年間投下労働時間は 7000時簡を越えており， しかも最近の動向は増加

傾向にある。この点では全過程にわたる機械化が進行している稲作とは対照的である(国 1-3)。

こうした技術的基礎が豊富な家族労働力の存在を必要としていると考えられる。

八巻正は，戦後の施設閣議技術について「地下部と地上部との制御上の披行伎が構造的矛

盾として提起され……地力収奪・破壊として現象していること……このような駿行的展開の中

で農薬撒布，ウイルス接種，接木育苗，着果ホルモン処理， CO2施用13)が園芸生産独自の収穫

安定技術として導入されざるをえなくなった14)Jと指摘した上で， さらに以下のように述べて

いる。 r温度制御施設，耕転手段，議水施設，外給肥料，農薬の普及によって個別的な省力化
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随1-3 経営形態別年間自家労働時間図1-2施設関慈農家の年間自家差是業労働時間の推移
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注) 藤林省 f差是家の形態7}IJにみた幾家経済』

がはかられたものの作業体系の変革はみられ

ず， さらに施設栽培独自の集約的管理作業

(誘引・摘果・ホルモン処理)が加わり収穫期

間の労働競合，ピークの持続が今日でも残さ

れているおりとして，長時間労働を余儀なく

されていることを指摘している。さらに，地

力収奪の象徴的あらわれとして，塩類集積書

やいや地現象をあげ，わが国施設園芸は脆弱

な地力再生産のもとにあったことを指摘し，

耕転手段の発展過程にそくして 3期に特徴づ

けている。第三期にあたる現段階について，

耕転手段の高度化ートレンチャー， トラクタ

ーの導入による深耕と，有機質の結合によっ

て①作物根闘の拡大@下層土中の潜在地力

の顕在化@堆厩肥等の有機質の増投に伴う

5000 

4000 

2000 

都府燥
'一---欝地野菜
』ー-0施設盟主芸
←一-穏作
』一---1.>野菜作
北海道

1000イ ・--・割引下
酎一一野菜作

年1966 1968 1970 Hi71 1宮721973 1974 1975 

注) 1. 自家労働時間にはゆいてまがえ含む

2. 農林省『農家の形態別にみた農家経済』

土壌成分の受容力の増大等によって増収を結果し，有機質中心の深耕性多肥体系の可能殺が現

実化する条件がようやく形成されてきたとしながらも有機質の伴わない深耕等によってむし

ろ地力収奪をもたらしているといった状態が現実には広範に存在していることを指摘してい

る。つまり生態系を無視した，これまでの歪尚された技術体系が地力障害をもたらしているわ

けだが，だが現役糟においてはじめて，地力再生産を維持・強化する客観的条件(一技術体系)

もまた形成されつつあることに注関したい。

3. 施設罰芸農家の階腐的特徴

以下では圧倒的多数をしめるビニールハウス導入農家の分析をもって，施設菌芸農家の特

徴とする。全国的な動向と併わ佼て北海道の位韓を明らかにしていく。
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(1) 施設園芸農家の形成過程

農家数， 部積及び加温設備の状況(表1-5参照)から， 施設関芸が成長部門として全国的

に普及し，しかも確実に規模を拡大して上向発展を治していることが明らかである。この農家

戸数の増加，規模の増大は，上層においてより激しく，加温設備等の生産力的優位性によって

階層間格差が激化してきている。たとえば 1975年には，ハウス面積20a以上の農家の過半数

が加温設備を装備し， しかも施設園芸収入が 6 割をこえる農家が 60~70% に達している。す

なわち副業的部門でしかなかった施設園芸が，より基幹的部門としてその地位を上昇させてき

ているといえよう。とりわけハウス面積30a以上層では専門的農家がl割を占めるほどになっ

ている (1975年)。しかし複合的な経営が依然として支配的であることにもふれておかなけれ

ばならない。ハウス面積lOa未満層では，施設爵議収入が6割をこえる農家は少なく， 5~lO a 

層で30.5%，5 a未満躍で16.8%にとどまっている。施設国芸専門農家は全農家の 4.2%でEE

倒的多数が他部門と結合した複合的な経営の農家であることが明らかである (1975年)。

複合部門としては，稲作との結合と野菜作との結合が多く，施設国芸収入が 1 位~2 位を

占める農家のうち， 稲作との絡合が全農家の 43.7%，次いで野菜(露地)作との結合が 13.1%

である(表 1-6参照)。前者は稲作単作経営であった農家の複合化のコースであり，稲作におけ

る機械化によってうみだされた余剰労働の投下部門として施設園芸が位置づいていることを示

し，他方，後者は野菜作農家における一閣の集約化・専門化のコースを示している16)。都府県

では施設園芸を基幹とした専門化が深まっているといえよう。

こうした全国的動向の中で， 北海道の施設菌誌は， 戸数・面積とも 1965~1975 年の聞に

著しく増加してきてはいるが，全道農家の 2.1%(1975年)であり，未だ端綴的段階にとどまっ

ている(表 1-5 参賠)。ハウス面積 1~10a 層が依然支配的であり，加温施設の装備率も低く，

施設園芸収入が6割以上の農家は1割にも満たず，未だ副業的な補完的部門の位置にとどまっ

ている。そうした中にあって，ハウス面積50a以上層では，施設園芸収入が6割以上を占める

農家が61.4%を占め，専門化が進んでいることも見逃がせない。

北海道における施設園芸の複合部門としては都府県と同じように稲作・野菜作が多い。従

来野菜作における施設圏芸の導入が主であったが，近年，稲作単作経営から施設園芸を導入す

る複合経営が犠加している(表 1-7参照)。ここでも稲作における省力化による余剰労働を施設

関芸へふりむけることによって，農業で自立しうる所得を追求している動向がとらえられる。

(2) 施設題芸農家の階躍的特徴

前項の施設園芸農家の概要をふまえて，ここでは，さらに土地，労働手段，労働力等から

施設園芸農家の階属的特徴を検討することが課題である。

第 1に経営耕地規模別に施設顕芸を導入している農家をみるならば，耕地面積規模の大き

い階層ほどハウス面積規模も大きくなっている(表 1-8参照よすなわち，経営耕地規模0.5ha

以下層では，そのうちの 41.8% がハウス規模 1~5a であるが，経営耕地規模 0.5 ha~2.5 ha層

では，ハウス規模も務次増大し， ハウス規模50a 以上層では，経営耕地規模1.5~3-0haの農

家が44.1%に及んでいる。 このことは「専業下眼と包される 2ha前後層が農家として自立し

うる所得を確保するため，施設園芸を導入していることの，現れ17)Jとみることができる。

北海道では，経営耕地規模の大小にかかわらずハウス規模 l~lO a 層が圧倒的多数を占め，

副業的な段階にあることは，すでにふれたとおりである。そうした中で，経営耕地規模 2~5ha

層が施設閣議導入農家の5割を占め，ハウス規模も漸次拡大していることから，土地規模の制
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表 1-5 施設溜渓

総 数 ビニーノレハウス ガ フ ス、 室

施数る実設農Aの家あ 蕗穣 B 差是家数C 温る設備D 君主 積 l幾 E 部 穣

1-5a 36，978 97，773 32，575 4，351 83，325 5，656 3，498 14，446 

都 5-10 38，889 259，787 36，054 7，532 234，747 4，704 3，325 25，040 

10-20 47，782 619，817 46，569 16，871 590，865 3，481 2，305 28，950 

府
20-30 19，074 430，364 18，784 9，591 414，981 1，213 770 15，382 

30-50 8，997 310，220 8，773 4，540 300，064 573 389 10，150 

50a以上 2，008 127，904 1，985 908 122，767 143 111 5，137 
一 県
ブL 言十 153，628 1，845，858 144，740 43，793 1，746，751 15，770 10，398 99，110 
4二

]i 1-5a 1，681 3，485 1，667 194 3，436 35 28 49 

生ド ~t 5-10 484 3，116 481 104 3，081 15 14 35 

10-20 403 4，968 401 143 4，913 10 10 55 

海
20-30 157 3，449 157 66 3，42告 2 2 20 

30-50 100 3，493 100 31 3，493 

50a以上 44 3，032 44 16 3，032 
i霞

員十 2，86百 21，542 2，850 554 21，383 62 54 159 

l-lOa 79，706 426，369 72，408 14，222 385，020 11，260 6，756 41，349 

都 10-20 18，720 281，203 18，420 6，542 268，089 1，532 924 13，114 

20-30 4，182 106，972 4，142 1，736 104，130 232 156 2，842 
府 35-50 1，518 57，829 1，506 808 56，668 66 44 1，161 

|県
50a以上 204 12，770 208 124 12，377 18 18 393 

ブL 104，330 885，143 96，684 23，432 826，284 13，108 7，898 58，858 
七

十 l-lOa 1，744 6，297 1，758 302 6，236 44 44 61 

年 ~t 10-20 144 2，185 144 54 2，143 8 8 42 

20-30 24 599 26 8 592 2 2 7 

海 30-50 6 235 6 2 235 

50a以上 2 119 2 119 
道

言十 1，920 9，435 1，936 366 9，326 54 54 110 

九
都 府 F芸 70，432 323，863 59，352 280，047 14，749 43，816 

ノ、
五

~t 海 送 1，180 1，986 1，035 1，825 226 163 I 王手

注) 幾林省 f重量業センサスJ
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経営概況 (単位幾家数:戸，面穣:a) 

総数 ピ、ニ ノレハウス ガラス窓 施収設園芸施収設題主主施設閣議 施設第関 一戸当た

収入6鰯G 芸 1
施設協

幾家%数I備加O話/量c殺% 
り在百穣a

入6容j 入1位

以上 位 H 主主のみ 家あ数る幾%箇積 ?ら 僚F/E?ら
?る ?る

B/A G/A H/A 

6，219 8，126 1，183 24.1 5.3 22.5 13.4 35.9 61.8 2.6 16昏8 2.20 

11，859 16，926 1，303 25.3 14.1 24.9 20.9 32.0 70.7 6.7 30.5 43.5 

21，707 29，870 1，642 31.1 33.6 32.2 36.2 22.2 66.2 13.0 45.4 62.5 

12，057 14，747 1，099 5.8 23.3 18.0 51.1 7.4 63.5 22.6 63.2 77.3 

6，438 7，515 900 5.8 16.8 6.1 51.7 3.6 67.9 34.9 71.6 84.5 

1，502 1，730 298 1.3 6.9 1.4 45.7 0.9 77.6 63.7 74.8 86.2 

59，782 78，914 6，425 100.0 100.0 100.0 30.3 100.0 65.9 12.0 39.0 51.4 

57 63 20 58.6 16.2 58.5 11.6 56.5 80.0 2.1 3.4 3.7 

38 47 11 16.9 14.5 16.9 21.6 24.2 93.3 6.4 7.9 9.7 

45 67 11 14.0 23.1 14.1 35.7 16.1 100.0 12.3 11.2 10.6 

47 59 3 5.5 16.0 5.5 42.0 3.2 100.。22.0 30.0 37.6 
36 46 6 3.5 16.2 3.5 31.0 35.0 36.0 46.0 

27 34 4 1.5 14.0 1.5 36.4 68.9 61.4 77.3 

250 316 55 100.0 100.0 100.0 19.4 100.。87.1 7.5 8.7 11.0 

17，532 26，482 662 76.4 48.2 74.9 19.6 85.9 60.0 5.3 22.0 33.2 

9，186 12，258 484 17.9 31.8 19.1 35.5 11.7 60.3 15.0 4宮.1 65.5 

2，934 3，320 190 4.0 12.1 4.3 41.9 1.8 67.2 25.6 70.2 79.4 

1，180 1，280 104 1.5 6.5 1.6 53.7 0.5 66.7 38.1 77.7 84.3 

164 170 24 0.2 1.4 0.2 59.6 0.1 100.0 62.6 80.3 83.3 

30，996 43，510 。4c 100.0 100.0 100.0 24.2 100.0 60.3 8.5 29.7 41.7 

58 78 14 90.8 66.7 90.8 17.2 81.5 85.2 3.6 3.3 4.5 

12 20 2 7.5 23.2 7.5 37.5 14.8 100.0 15.2 8.3 13.9 

6 6 2 1.3 6.3 1.3 30.8 3.7 25.0 25.0 25.0 

2 0.3 2.5 0.3 33.3 39.2 33.3 

2 2 2 0.1 1.3 0.1 59.5 100.0 100.0 

78 108 20 100.0 100.0 100.0 18.9 100.0 100.0 4.9 4.1 5.6 

4.6 

1.7 
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表1-6 施設鴎主主と他部門との組合せ

規模別笑数 % I 規模別総数 ヲ%
総 長量 規模別総数 I 施設読書芸総数 施の設み，鼠芸縮施設国施設関

施設関芸収入第1佼 稲作収 崎川崎田同又菜設収入位作岡入1 作との組芸と稲芸と野入 1位野菜作 合せ，野作との菜作と

家数 収入第2位稲作規模l嗣芸2佼収入 規模 菜作との組合せの総合施設鼠芸 施設題 級合せの?らせ?ら

規 模 (戸) 奈のみ稲作野菜 ぬり (ha) 合計%

1-5 a 1 36，9781 22.0 1 3.2 1 9.5 1 3.5 1 0.3-0.5 1 1.2 1 0.1-0.3 1 0.6 

都 5-10 1 38，8891 43.5 1 3.4 1 23.7 1 7.8 1 0.5-0.7 1 1.8 1 0.3-0.5 1 0.7 

10-20 1 47，7821 62.5 1 3.4 1 36.5 1 11.5 1 0.7-1.0 1 3.2 1 0.5-1.0 I 1.5 
20-30 1 19，0741 77.3 1 5.8 1 46.7 1 12.2 1 1.0-1.5 1 4.4 1 1.0-1.5 1 0.8 

J仔 30-50 8，997 1 83.5 1 10.0 1 48.0 1 12.1 1 1.5-2.0 i 2.5 1 1.5-2.0 1 0.4 
50a以上 2，008 1 86.2 1 14.8 1 39.4 1 16.1 1 2.0-3.0 1 1.5 1 2.0- 1 0.3 

県 3.0- I 0.3 

計 153，628I 51.4 I 4.228.8 I 8.8 計 14.95十 4.370.611281.84十.E 邑.il十4.3 

1-5 a 1 1，6811 3.7 1 1.2 1 0.2 1 0.9 1 0.3-0.5 1 0.3 1 0.1-0.3 1 0.6 
5-10 4841 9.7 1 2.3 1 1.4 1 2.5 1 0.5-1.0 1 0.6 I 0.3-0.5 1 0.7 

北 10-20 4031 10.6 1 2.7 1 5.0 1 5.0 I 1.0-2.0 I 2.7 i 0.5-1.0 I 2.7 

20-30 157 I 37.6 I 1.9 I 6.4 I 19.1 I 2.0-3.0 I 3.7 I 1.0-1.5 I 2.7 

海 30-50 100 I 46.0 I 6.0 I 11.0 I 25.0 I 3.0-5.0 I 3.7 I 1.5-2.0 I 1.2 

50a以上 44 I 77.3! 9.0 I 20.5 I 43.2 I 5.0-7.0 I 0.5 I 2.0- I 2.3 

7.0-10.0 I 0.1 

送 10.0- 一

言十 2，869 I 11.0 I 1.9 I 2.1 I 4.2 歪員十 11.6 2員十 10.1 I 32.7 2.111十.6 4.21十0.1 

注) 農林省『農業センサスJI1975年

表1-7 北海道における線設協議収入 1位幾家の 2位部門の組合せ (単位戸)

2 位

施設箇芸 施設箇主主 施設濁
|雑類い穀も ヱ 田野菜類果樹類その他 滋重量 その他規 模 第 l位 主主のみ 稲 表類 養豚 養鶏 養蚕

農産物 作物 の蓄H霊

1-5a 63 20 3 11 15 1 13 
一
九 5-10 47 11 7 7 12 2 7 1 
七 10-20 67 11 20 3 1 20 12 
五
王手 20-30 59 3 10 8 1 30 1 6 

~t 
30-50 46 6 11 1 25 1 2 

海 50a以上 34 4 9 19 2 
道

音十 316 55 60 30 2 121 7 40 1 

l-lOa 78 14 10 4 36 8 2 2 2 
九 10-20 20 2 14 2 2 
七
十 20-30 6 2 2 2 
年 30-50 2 2 
1ヒ 50a以上 2 2 
海
道 言十 108 20 10 4 52 12 4 4 2 

注) 農林省『農業センサスJ
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経営耕地活積規模別農家数表 1-8

1~ 5a 
5~10 
1O~20 
20~30 
30~50 
50a以上

注) 1. 
2. 

l~ 5a 
5~10 
10~20 
20~30 
30~50 
50a以上

計
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表1-9 施設閣主主選量産物販売署員

叛売 30万円 30-70 …|吋印ー~刊棚吋曲叩700( 万戸) 行なし 未満
以上

1-5a 290 4，094 6，468 5，845 6，642 5，288 4，720 2，667 584 380 

者官 5-10 40 1，086 3，661 5，378 8，296 7，924 7，414 3，772 893 425 

10-20 18 365 1，889 3，127 7，045 9，951 13，986 9，639 1，710 552 

府
20-30 2 39 170 466 1，335 2，687 5，671 6，559 1，701 444 

30-50 5 23 37 115 330 686 1，891 3，768 1，543 499 

50a以上 1 4 13 18 39 102 294 673 477 387 

県

計 356 5，611 11，738 14，949 23，687 26，638 33，976 27，078 6，908 2，687 

1-5a 9 66 71 73 119 163 310 462 230 178 

~t 5-10 1 4 15 11 26 56 101 136 78 56 

10-20 2 4 6 13 45 82 146 68 37 

海
20-30 1 2 12 11 29 55 23 24 

30-50 4 8 8 9 32 25 14 

50a以上 2 3 2 2 12 13 10 

送

言十 10 72 91 98 533 843 437 319 

注) 農林省 f重量業センサスdI1975年

約を集約化によって所得の向上をはかろうとしていることが明らかである。他方，経営耕地規

模 5ha以上の農家でも施設国芸の導入がみられるが，これは階層分解の進行による分解基軸

の上昇の中で，施設国去の導入によって農業による自立をはかろうとする階躍が漸次広がって

いることのあらわれである(表 1-8参照)。

第2に絡設題芸農家の年間の絞売額をみるならば(表 1-9参照)，ハウス規模の大きい農家

ほど販売額も大きく，ハウス規模 30~50a， 50a 以上層では，販売額が 300 万以上が 7~8 割

に達する。それに対し，販売金額の低い農家では，ハウス規模の小さい経営の比重が高いこと

を指摘しておきたい。

他方，北梅道では副業的部門としての位置にとどまっているものの，販売額が 300万をこ

える農家が全体の過半数をしめ， しかもハウス規模別にみると販売額が 700万をこえる農家が

各階層をつうじて 1割にも及んでおり，施設園芸専門農家が一部で形成される一方で，比較的

耕地面積の大きい階層で施設関芸をとりいれる接合経営が増大しているといえよう。

第 3~;こ土地以外の労働手段についてふれるならば， 1975年における動力耕転機・トラク

ターの一戸当り所有台数は，平均して稲作1.09台に対し，施設閤芸1.62台，露地野菜1.51台

であって，施設圏芸の台数は稲作の経営耕地規模 2.0ha以上の農家に相当する(表 1-lO参照)。

またトラックの台数も稲作に比べて多いのが野菜作農家の特徴の一つである。青果物の市場出

荷のため輪送手段が不可欠のためである。農協に委託した共同出部体制が漸増しているとはい

え，まだ個人出荷あるいは任意出荷組合による出荷体制が多くを点める18)。このような労働手

段の保有状況は，機械化(特に稲作)による余剰労撤の投下部門として施設園芸が導入されて

いること，あるいは農業による自立な求める農民の主体的対応とうかがわれる。



規模別農家数

機械化・械設化段階における婦人労働の特徴と農民経営の発展条件 201 

板売 30万円 30-70 70-100 100-150 150-300 200-300 300-500 500-700 700(%万)円
な し 未 1祷 以上

0.7 11.1 17.5 15.8 18.0 14.3 12.8 7.2 1.6 1.0 

0.1 2.8 9.4 13.8 21.3 20.4 19.1 9.7 2.3 1.1 

0.0 0.8 4.0 6.5 14.7 20.8 29.3 20.2 3.6 1.2 

0.0 0.2 0.9 2.4 7.0 3.6 29.7 34.4 8.9 2.3 

0.0 0.3 0.4 1.3 3.7 7.7 21.2 42.4 17.3 5.6 

0.0 0.2 0.6 0.9 1.9 5.1 14.6 33.5 23.8 19.3 

0.2 3.7 7.6 9.7 15.4 17.3 22.1 17.6 4.5 1.7 

0.1 3.9 4.2 4.3 7.1 9.7 18.4 27.5 13.7 10.6 

0.2 0.8 3.1 2.3 5.4 11.6 20.9 28.1 16.1 11.6 

0.5 1.0 1.5 3.2 11.2 20.3 36.2 16.9 9.2 

0.6 1.3 7.6 7.0 18.5 35.0 14.6 15.3 

4.0 8.0 8.0 9.0 32.0 25.0 14.0 

4.5 6.8 4.5 4.5 27.3 29.5 22.7 

0.3 2.5 3.2 6.3 10.0 18.6 15.2 11.1 

第4に生産力形成の主体的契機である労

働力の存在形態を吟味することにする。表

1-11によれば，施設閤芸農家においては比較

的豊富な労働力が全階層にわたって保有され

ている。都府県の男子専従者の保有率は稲作

を経営する 2ha以上層に匹敵するものであ

る向。北梅道の場合は稲作農家においても

いが， それを 10ポイントもうわまわった

87.2%である。

しかも雇用労働力の麗い入れ数は概して

少ない。これは豊富な家族労働力によって支

えられているため，震用労働力を排除するこ

とができるのである。ただしハウス規模 50a

以上層では雇用労働力数も他階層より比較的

多い。

〉伊

'- な家族労働力の保有状況からも

うかがわれるように，専業率がきわめて高

い。 とくにハウス規模 30a以上層では 6割

前後の専業率となっており，稲作農家の専業

率が 1割前後 (1975年)であるのとは対照的

表 1-10 動力耕怒機，トラクター，トラック

所宥状況

グノツ日フ

一
機
一

一
転
タ

一
一
新
ク

一
カ
ラ

一
動
ト

!平 均 1.09 0.26 

0.5ha未満 0.73 0.16 
穏 0.5-1.0 1.07 0.22 

1.0-1.5 1.32 0.31 
都

1.5-2.0 1.47 0.41 

2.0-2.5 1.61 0.49 

作
2.5-3.0 1.62 0.59 

3.0-5.0 1.69 0.67 

府 5.0ha以上 1.77 0.92 

野菜 玉F 均 1.56 0.72 

主主
乎 均 1.62 0.81 

500m"未満 1.44 0.64 
F芸 設 500-1，000 1.36 0.84 

簡 1，000-2，000 1.75 0.80 

2，000-3，000 1.83 0.89 
主主
3，000111"以上 1.81 1.07 

注) 1. 幾家1戸当たりの所有台数
2. 幾林省『農家の形態別にみた農家経済J
1975年
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表1-11 家族労働力及び

専女従者
努子草主従者がいる

① ③ ③ 
施設蛮積 総長量家数

専従者
は予 60歳未満 E/A 

規模
なし

だけ の男子毒事 B/A G/A D/A 
従者がい 以上

A B C D る E F I G (%) (%) (%) (%) 

1-5a 36，978 5，852 5，511 25，615 20，768 20，180 5，435 15.8 14.9 69.3 56.2 

都 5-10 38，889 2，806 4，010 32，073 28，072 24，334 7，739 7.2 10.3 82.5 72.2 

10-20 47，788 1，414 2，155 44，213 41，381 31，099 13，114 3.0 4.5 92.5 86.6 

府
20-30 19，074 270 401 18，403 17，815 11，560 6，843 1.4 2.1 96.5 93.4 

30-50 8，997 86 136 8，675 8，451 4，867 3，808 1.0 1.5 96.4 93.9 

50a以上 2，008 24 14 1，970 1，925 1，016 954 1.2 0.7 98.1 95.9 
県

言十 153，628 10，452 12，227 130，949 l18，412 93，056 8.0 85.2 77.1 

1-5a 1，681 125 155 1，401 1，288 960 441 7.4 9.2 83.3 76.6 

ゴと 5-10 484 23 21 440 409 296 144 4.8 4.3 90.9 84.5 

10-20 403 10 20 373 353 250 123 0.5 5.0 92.5 87.6 

海
20-30 157 2 5 150 139 99 51 1.3 3.2 95.5 88.5 

30-50 100 2 3 95 91 53 42 2 3 95.0 91.0 

50a以上 44 44 42 25 19 100.0 95.5 
道

2，叫 1，吋 幻01 5.61 7.1 1叫 80.9iit 

注) 農林省『農業センサス.lI1975年

である。

以上から，施設園芸を経営する農家は経営耕地規模の制約に対応しながら，家族労働力を

有効に利用して高収益を追求しているといえよう。その中心的担い手は「家族労働力の規模，

構成並びに，資本力が比較的整っており， しかも農業志向もあるが土地依存型経営を展開する

には十分な耕地を持たなし、20)J 農家である。経営耕地規模1.5~3ha層では，施設圏芸の専門

化がすすみ，経営内の位置づけが一層高まっているが，経営耕地規模 1ha前後の階層では，

ハウス規模も小さく，他部門との複合経営合続げざるをえない。こうして階層間格差を拡大し

ている。

こうした全国的な動向の中で，北海道の施設閤芸は副業的経営が支配的で，いわば外延的

発展期にあるといえよう。

施設盟主主をとりいれるということ自体，階層分解にたえて農業で、a立しようとする農民の
主体的対応のあらわれといえるが，同時に基幹部門の省力化によって，はじめて施設関芸の結

合が可能となったことを示している。北海道の経営耕地規模 5~7ha 膚で施設園芸の導入がみ

られるのは端的な例である。 2節でふれたように，施設圏芸に関連した科学・技術発展が施設

閤芸の生産を支えてきたことは言うまでもないが，同時に農業内他部門の技術・生産力発展が

施設題芸生産を促してきたことも，銘記しなければならない。

1)松原茂樹「緒論Jn臼本農業研究所『戦後農業技術発達史』野菜・花弁作縞，第1章第1節， 1970年)， p. 4. 
2)今村奈良直「農業主色濃の地域分化と経営構造の変化J(機弁功編『臼本農業の構造J農林統計協会， 1977)
p.74-78. 
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雇用労働力の状況

戸当たり
(人)

①十②(%) (人)
専業

F/A ! G/A 1+ 書吋十一泊-5十 臨時震い 戸当り 割合
一戸当り

(%) 1(%) I (%) I 
人数 産量入れ数議入れ

数 (%) 

54.6 
山 100 I ::.~ 53.8 24.2 17.2 60.2 22.6 3.2 1.6 9.7 2.2 24.5 

62.6 19.9 100 I 23.4 55.4 21.5 18.0 62.1 19.9 3.3 1.6 9.3 2.3 34.1 

65.1 27.4 100 24.2 54.8 21.0 18.9 60.1 21.0 3.4 1.7 12.7 1.8 47.3 

60.6 35.9 100 24.4 55.9 19.7 19.8 59.7 20.5 3.5 1.7 21.6 2.0 58.5 

54.1 42.3 100 25.2 55.4 19.4 20.0 58.7 21.3 3.6 1.8 38.6 1.6 63.0 

50.6 47.5 100 25.8 54.4 19.6 22.3 57.1 20.6 3.7 1.8 74.8 2.1 66.1 

60.6 24.7 100 23.6 55.1 21.3 18.5 60.1 21.4 3.3 1.7 14.5 1.9 41.0 

57.1 26.2 100 22.5 55.7 21.8 22.4 60.5 17.1 3.2 1.6 95.0 1.8 51.1 

61.2 29.8 100 22.8 55.2 22.0 22.4 59.1 18.5 3.3 1.6 155.8 2.7 56.0 

62.0 30.5 100 21.8 55.9 22.3 23.7 58.0 18.3 3.2 1.6 135.4 2.3 61.5 

63.1 32.5 100 22.6 54.4 23.0 18.9 61.8 19.3 3.2 1.6 179.8 1.6 63.7 

53.0 42.0 100 26.9 54.8 18.3 17.6 60.0 22.4 3.4 1.7 187.9 2.0 60.0 

56.8 43.2 100 28.4 54.0 17.6 15.2 63.6i21.2 3.2 1.5 180.0 7.0 70.5 

58.7 28.5 100 22.7 55.5 21.8 22.0 60.0 18.0 3.2 1.6 122.4 2.3 54.7 

3) r施設園芸とくほんJNo. 1， 日本施設溜芸協会， 1976，及び清水茂「施設関至宝J(前掲『戦後技術発達
史Jl)p. 197によると施設関芸という言葉が使用されはじめたのは 1960年頃からで「かなりの資本を要

する施設を用いての関主主Jという意味で使用されるようになった。

4)幾林省食品流通局野菜援興課『関主主用カラス窓，ハウス号事の設援状況Jl1975年阪によると， 1975年現在，

設i援面積対全閣比，愛知県 23.3%，静F母県 18.0%，関山県 14.7~らである。

5)定樋期を.!f!.め，抑号事j栽培も可能となる等の手IJ点による。

6)農林省食品流通局野菜振興言葉 f闘主主用ガラス室，ハウス等の設護状況Jl1975年版.

7) 向上.

8)八巻 IE r康法的視点からみた施設関主主技術の史的展開に関する研究J(農業技術研究所『農業技術研究
所幸IUH第50号， 1978. 

9)農林省食品流通局野菜振興課『園芸用ガラス室，ハウス等の設鐙状況Jl1975主手紙.

10)官官掲八巻 IE r農法的視点からみた施設関芸技術の史的展開に隠する研究J.
11)向上.

12)向上.

13) CO2を絡用することによって光合成が促進され生長が早まる。

14)前掲八巻 IEr差是法的視点からみた施設関芸技術の史的渓関に関する研究J.

15)関上.

16)坂本英夫は 1970年以降水間転作物として野菜作古川、たるところに現われ，さらに経営上， [水稲十野菜〕

という形ではじまったのが〔野菜+水稲J，[複数の野菜+水稲〕という形で主従関係が転倒したところ

も急鳴したと指摘している。坂本英夫『野菜生産量の立地移動Jl(大明主主， 1977) p. 202. 

17)木下幸孝，沢辺窓外雄『地域複合差是業の構造と展開Jl(農林統計協会， 1979) p. 215. 

18) rそさい出荷労働軽減と潟品{頑健認識改号事調査研究報告書書J(農山漁家生活改善研究会， 1973)， p. 31-33 
によると，農協をつうじての共同出荷は任意出荷または傍人による中央卸売市場への泌荷が 1日遅れる
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ことが共同体制に移行しない原因の 1つにあげている。だが輸送関芸的生産地様では野菜生産I:I:H管安定

法施行以来 (1966年)農協による委託奴売が急憎している。

19)酪重量を除けば，施設問芸の男子専従率は最も高い。

20)木下幸孝，沢辺窓外雄，前掲， p. 217. 

草手兼別重量家数(戸)

A 
地域 年度 幾家総数 B 兼業差是家数

専業

(戸)
重量家数 第 1種 第2種

1965 198，969 99，896 46，932 52，141 

1970 165，978 81，147 43，049 41，782 

全 1971 158，072 76，044 39，259 42，769 

1972 150，981 67，769 40，985 42，227 

1973 144，518 63，191 41，928 39，399 

1974 138，559 58，854 41，481 38，224 

1975 134，263 57，491 38，634 38，138 

道 1976 129，802 61，887 36，491 31，424 

1977 126，841 59，874 37，040 29，927 

1978 124，640 59，688 37，054 28，898 

1965 8，146 3，928 1，821 2，397 

腿 1970 6，974 3，276 1，791 1，907 

1971 6，584 3，100 1，576 1，908 

援
1972 6，212 2，892 1，607 1，713 

1973 5，958 2，704 1，687 1，567 

1974 5，687 2，566 1，680 1，441 
地 1975 5，601 2，417 1，584 1，600 

1976 5，437 2，670 1，489 1，278 

域 1977 5，304 2，574 1，483 1，247 

1978 5，212 2，444 1，581 1，187 

1965 372 296 46 30 

1970 341 248 65 28 
i関
1971 327 250 52 25 

1972 312 236 52 24 

1973 292 213 55 24 
爺
1974 267 197 42 28 

1975 267 205 32 30 

1976 267 188 52 27 
村
1977 264 203 34 27 

1978 262 200 32 30 

表 2-1 専兼別，規模別重量数，

専業率
緩 f雪 彩? 地

B/A 例外 0.5- 1.0-
規定

0.5 ha 1.0 3.0 
(%) 

50.2 771 33，117 13，082 42，794 

48.9 1，081 24，677 10，607 28，597 

48.1 1，023 22，253 9，946 27，205 

44.9 940 20，170 9，571 26，055 

43.7 975 19，098 9，050 24，919 

42.5 878 18，106 8，633 23，817 

42.8 872 18，543 7，967 22，351 

47.7 723 17，062 7，689 21，457 

47.2 718 16，670 7，288 20，599 

47.9 708 16，278 7，205 19，937 

48.2 43 1，391 626 1，768 

46.9 77 1，088 522 1，269 

47.1 69 964 469 1，238 

46.6 66 832 449 1，139 

45.4 73 772 426 1，142 

45.1 66 721 413 1，087 

43.2 65 745 434 1，071 

49.1 60 667 405 1，076 

48.5 65 639 393 1，006 

46.9 62 620 389 973 

79.6 8 14 53 

72.7 10 13 53 

76.4 8 13 49 

75.6 1 7 14 47 

72.9 1 12 12 49 

73.8 2 20 58 

76.8 1 10 13 69 

70.4 1 11 10 74 

76.9 1 11 12 60 

76.4 1 12 14 59 

注) 1965， 1970， 1975年は幾林容『農業センサス.J]，その他は北海道『北海道重量業基本調変』
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第2掌 i同爺村における施設題芸農業の形成・展鶴過程

1. 潟爺農業の特賞

北海道における先進的ハウス地帯を形成している潟爺村の実態にうつる。古くから豆作を

主体とした畑作を展開してきた洞爺農業1)が施設関芸に代表される野菜作の導入及び有資化へ

基幹的従事者数の推移

規模別差益家数(戸) 2彦事字的従事者数
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トラクタ一月庁宥，施設の経営概況

l¥土空|1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 

組
字種書 戸(人数数) 

284 258 149 160 118 143 137 147 
麗 振 (510) (518) (495) I (337) (315) (365) I (307) (316) (255) (343) (337) (343) 
土議
続戸数数) (1727，，84573 7) (2331，，89643 2) 

3，995 
(1943，，52627 7) 

3，321 I 3 2，814 
(162O，，68749 7) (123，，2388S 1) 

2，158 
(114l，，09810 8) 汚 減

持{人 (2532，，75428 3)(269，156) (205，766){189，，O7833 8) (172，361) (119，274) 

労 j河 常戸(人 数
35 28 22 17 10 9 4 3 3 8 6 6 

雇数) (42) (35) (29) (20) (17) (13) ( 7) ( 5) ( 5) (13) ( 8) ( 7) 

働 爺 = 戸数数) 148 182 176 177 208 160 153 139 100 71 80 69 
村
時(人 ( 9，818) (12，688) (12，119) (12，260) ( 9，617) (11，129) ( 9，780) ( 7，173) ( 5，286) ( 2，842) ( 4，701) ( 3，542) 

I潟 戸(頭 数数) 
30 71 82 82 90 93 82 82 86 93 92 92 

爺
(144) (316) (340) (308) (314) (368) (386) (492) (715) (846) (972) (991) 

F持 村 導(1入戸農当家頭比数率) (84% .8) 
19.8 25 24.0 27.5 29.8 28.0 30.7 32.2 34.8 34.8 35.1 
( 4.5) ( 4.1) (3.76) (3.49) (3.96) ( 4.7) ( 6) ( 8め ( 9.1) (10.6) (10.8) 

量豊 戸(頭 数数) 
8 11 8 12 11 17 19 19 13 16 15 13 
(16) (25) (14) (23) (26) (101) (134) (191) (136) (133) (142) (153) 

牛 ?滋
導(1入戸差是当家頭比数率) 

1.5 2.2 2.1 4.4 2.5 4.1 4.9 5.5 3.9 4.7 4.7 4.2 
町 ( 2) ( 2.3) (1.75) (1.92) (2.36) ( 5.9) ( 7.1) (10.1) (10.5) ( 8.3) ( 9.5) (11.8) 

虻 戸(頭 数数) 
l 1 1 2 1 2 3 8 15 14 17 16 
( 1) ( 2) ( 3) (12) ( 1) ( 3) (35) (61) (51) (93) (113) (107) 

導 出

開了 導(1入戸幾当家頭比数率) 
0.3 0.3 0.5 0.8 0.4 0.9 1.5 4.2 8.3 7.9 9.8 9.4 
( 1) ( 2) ( 3) ( 6) ( 1) ( 1.5) (11.7) ( 7.6) ( 3め ( 6.6) ( 6.6) ( 6.7) 

大 戸(頭 数数) 
15 17 21 24 25 20 21 22 24 24 25 22 

入 (18) (88) (41) (179) (185) (145) (176) (198) (261) (316) (378) (370) 
?窓
導(1入戸農当家頭比数率) 

9.3 11.0 14.6 16.6 19.4 18.2 19.1 20.4 22.2 22.6 24.0 21.0 
村 ( 1.2) ( 5.2) (1.95) (7.45) ( 7.4 (7.25) ( 8め ( 9) (10.9) (13.2) (15.1) (16.8) 

142 164 170 214 241 211 179 199 210 218 223 223 

i湾
偲人 (147) (170) (177) (229) (256) (231) (189) (210) (221) (242) (243) (245) 

ト 10 共同 28 25 34 9 8 9 7 3 2 2 6 

フ 爺 P. S (15) (13) (17) ( 4) ( 4) ( 4) ( 3) ( 1) ( 1) ( 1) ( 3) 

10 飼人
15 13 17 21 33 45 48 18 35 23 25 34 

タ
ホf (15) (13) (17) (21) (33) (44) (48) (18) (36) (23) (25) (34) 

ヤ嫡

タ 30 3 7 2 5 12 25 20 25 25 20 20 
戸 P. S 共 F宅 ( 1) ( 4) ( 1) ( 3) ( 5) (11) ( 9) (13) ( 8) (10) ( 8) 

所
数
30 個人

17 10 10 9 10 9 10 
22 33 30 31 25 

会
(17) (10) (10) ( 9) (10) ( 9) (10) 

30 
有
数 40 59 24 43 41 43 30 37 
P. S 共符 (19) (η ( 8) ( 6) (10) ( 7) ( 7) 50 

(22) (33) (30) (31) (26) 

援用労働，肉牛導入，表 2-2
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50 ~ = I 
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トラタタ-10P. S以下には耕主主機が含まれる
共同には利用総合による所有形態が含まれる

1970年.1975年は農林省『農業センサス』その他は『北海道北海道農業基本務主主』
ハウス施設規模i:t1隠爺幾協営差是部資料『朝日農業推薦調査察.ll.洞爺農協 1f1雨量告の野菜』より作成

注) 1. 

2. 
3. 

4. 
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転換していくのは 1960年以降のことである。 この農業転換の直接的原閤は， 1960年を前後し

て豆作の連作障害が相つぎ，加えて台風の被害を被って経営不振に賄ったことにある。

ばれいしょ等の貿易自由化政策による低価格によって経営の不安定性は激化した。

j隠爺村は立地条件の呉なる 2つの地域に分かれ，農家の経営形態も異なっている。洞爺湖

に苗した「下台j地区といわれる地域では，従来畑作や稲作が行なわれていたが，この「下

台J地区に施設国芸が導入される。一方，羊蹄山麓に連なる比較的平坦な「高台」地区といわ

れる地域では豆作1)・ばれいしょ等の一般畑作から，てんさいを基幹作目とした輪作体系の確

立と和牛導入による有議化に転換をはかる(表 2-2参照せよ。近隣町村と比較して肉牛の導入

比率がずばぬけて高い)。連作欝寄の反省にもとづき，堆肥生産による地カ維持を基軸とした経

営展開であるo さらに近年は f高原野菜J2)を導入する農家が増えているが，これはトラクタ

ー化による余剰労働を投下することでより高い収入を実現しようとするものである。しかもこ

の機械化は過剰投資を避けた，共間利用による効率的運用をはかり，ftl!地域でみられる共同所

有の個別化の額向は弱い(表 2-1参照)。

こうした多面的な生産力発震をめざした成果が鴎 2-1及び表 2-3，表 2-1にあらわれてい

る。第1に土地生産性と労働生産性の並進的な伸長がみられることである。全道的には労働生

産伎の駿行的な展開が進んでいる中で際立った特徴である。第2に経営耕地面積 3ha以下層

の増加と 7ha以上層の停滞の額向がみられる。 しかも 76%と高い専業率をほこっている。こ

表2-3 r土地生産性Jr労働金波紋jの推移

一 吋叫…同1197011971同1竺唖ヤ咋叫幻8
土喜|全遂 i実数千円 111 1O! 19ケ)1 161 201 151 231 30! 351 351 361 411 44 
樋川和'II実数千内 明内科 171821mm号制 541 461 561 371 55 

労生 i全滋[全 道 12661 2291 4551 4911 4821 6091 4921 8崎 1134114481 16部 1685120641 2266 

働雇 i洞爺村[洞爺村 14081 58414811 3701 49811 5681 6731 7001 11181 12部 1118118661 11531 1704 

注) 1. 北海道幾林統計協会 f北海道農林水産統計j
注) 2. 問爺村 1977年の生渡性が落ちているのは有珠山吹火の降灰によって幾作物に被害がでたか

らである。

1000 

900 

SGC 

700 

印。

目。

400 

ム00

200 

100 

図2-1 r土地生産性Jr労働生磁性」の指数変化

r土地生産性J{lOa当りの農業生産農所得}
。ー一一→会議(1965年100として}

筑宇一…ーκ溜磁村

f労働生産後"11人当りの農業生疫所得)

。ー……@会護(1965点字10Cとして)

x--~時}終調孫村

1965~ 19出 1967 1968 1969 197も 1971 1972 1973 1974 1975 1976 19n 1978 

注) 表2-3を1965年金遂を 100として図式イとしたもの
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のことは1戸当り 2人強の豊富な家族労働力を基礎に多面的な経営発展をめざす実践が蓄積さ

れていることを示している。北海道では 1960年以降の激しい農民麗分解の結果，多数の農民が

兼業・離農においこまれていった(表 2-2によれば 1965年から 1978年の間に農家数は6割に

縮小している)中にあって洞爺農業の現状は f現代資本主義の分解作用にたえて存続3)J発展し

ていると結論できる。

潟爺農業はここ 10年の間に急激な発展をどとげてきた。表 2-4から 1966年当時の 4倍の販

売額に達していることが確認できる。中でも野菜販売額の伸びは著しく，野菜販売の絶対金額

は総販売額の 4.4%から 42.3%を占めるに杢っている。この野菜生産伸張の推進的な役割を果

したのが下台地匿における施設菌芸経営の発展であり，またそれに触発され 1975年墳からめ

ざましい発展をみせているのが高台の「高原野菜Jである。

表2-4 洞爺農協の作目別販売額の推移

mI 1978 竺5 空引 1973

阪11512:;;izi;;:::::lzd:;;;;;iz::;;i::;::12312;;;|おlz::
/W 1豆類 1372ρ151 431，2951 132，8541 4β0，763 

金[米 1 8仇1381 93，5021 1侃，8991

抽

出

一

菜

日

新

制

高

の

一

計

一

パ

米

一

一

野

一

U

一

説

家

(

千

円

)

一

構

成

比

その他

487，032 

35.1 34.0 33.8 30.6 26.3 22.9 6.8 4.4 

17.4 16.7 21.1 15.3 16.2 13.9 15.3 18.0 18.8 26.4 17.8 

19.4 27.9 12.1 28.5 26.0 30.1 29.5 36.5 40.4 27.1 42.6 

4.7 6.0 9.5 5.1 9.4 9.0 7.5 7.8 5.7 18.5 7.8 

12.4 12.7 14.5 8.2 8.5 5.6 8.6 5.1 2.0 1.4 7.2 

3.8 0.9 4.7 7.7 5.9 7.6 8.6 6.3 10.2 19.9 20.2 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 I 100 
(
既
刊
) L

z
i
 

一一rn

注関爺差益協『洞爺差是協霊長務報告怒』より

2. 農民経営の発展をめざす施設関芸農業の地域的・集団的とりくみ

国2-2は洞爺農業の歴史的推移の概況をどとらえようとしたものである。施設圏芸農業の展

開過程はほぼ4つの時期にIK分できる4)。

E期，先駆的農家の施設題芸導入期

1955年当時，高級菜立の連作障害及び台風被苦手により経営が不安定となり小家憲で補充す

るが成果はなかった。 1957年S氏5)がトマト栽培を木骨ビニーノレハウスではじめてとりくむ。

1960年には育苗用藻岩型鉄骨ノ、ウスを導入する。 次いで、 1962年に D型パイプハウスを 12戸

の農家で導入し，促成トマトと抑制キュウザの栽培を開始する。この間， {，中鼎同志で経験をも

ちよって栽培方法の習得，情報交換を行なう。この実践が次期の「研究会j発足の端緒とな

る。長年，野菜生産をてがけてきた地域では概して篤農的技能を開放しない閉鎖的傾向が強い
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図2-2 同爺幾業の歴史

溺鱗業の変遷|学習活動|婦人の時活動|婦人のその他の諸活判 幾 協

1955 下台，高級菜主主の主 洞爺幾協婦人部発足 〈地力対策〉 生産力機強
gg地。同同2 連作障害警・台

心土破砕 差整是協備体i¥ilJの56 風安被 により経営不
深二七割;定，小家笛で補充

混(荷j麗台耕中心)するが成果なし

57 S氏， トマト栽培木
f守ビニーノレハウスで
とりくむ。
58 

59 

60 育商用藻岩型鉄骨ハ
ウス導入

数戸で技術導入の学 低階関対策
習はじめる

61 

62 。重量パイプハウス毒事 もうかる重量
入， 12戸が促成トマ 業
じ突抑制キュウワ栽
第入

63 亙作経営脱皮
幾多撃の近代

64 

2①(究目~0「?会話名現先7開8j銀会地進隼討結会講地ま@そ成費習4で農菜冬会家122技会期観回20術講量員) 円研座遊

化

65 下合複合化

~ 反転客こと 高台経営の

66 -71年) 安定
農協綴人部に野菜研
究グノレープできる

67 ⑤市場視察

68 農協が野菜の集荷阪 「営差是指導対策協議 「美沢主主藤婦人部j 堆
売てがける (共一流育集会協」復活

発「尖足間作業 ミン(百き撰，合B根荷多元販売)， 同 幾 ・役場・普及所
高ハウス建設。府県 のりんj十カ 子 n~ 
先進地差是家滞在研修 持ちカン ~.!:~I~ 和市j度発足。 研究会J人活動に

生牛野菜の幕あげ 加留，会婦 独自の言書

69 共問育箇実施，グリ 共同軽育量穫の管理，会共 自 組合着産員との
ーンアスパラ・トマ 肉労な「研究」 (共播同種育，積間共引同き作)業 E宣 給 空長管三 墓化童霊整
ト共撰開始，国道230が行なう。 飼

備号線開通 料
愛用地確保

70 草地改良

定大，着「育ト研生化資究，扇諸産の委会技共のさ当，術同定員，合会学育体交習員商制出代拡づのの

言Ef改美めよ健沢良警るる康普連支管(関及絡怒護理査協員の，齢生議生左制量活保会活産

隊長量者対策

71 トマト用小型共撰機
「研究会」震まにおける

とな 及

導入， 第2次9構76造年改) より 総人の位の定着 所)。改善事業開始(1 問予ま 普活始 農用地確保
72 昔話IJ，

「奨沢主主産婦散人部j人
主主 儀

くり
実質級的に解 →婿

婦に 発
73 トマト用大型共撰機 メロン， セノレリ部会 足。改
導入， 1同爺村高原野

発足(生産，出荷調学「研究会提総会で綴人事幸運動始まる。
4楽0研究会発足会員室生一生産計酒機能 からの 署長で月 2関長量休浪のうち l聞を笑名 トマト，セノレ

の重量休 B設定され 沢支部の例会とする。ザ絞売額プーノレ号事l 「大型ハウス見舞金
銅j度発足」

る。
農協築婦購部人部総会で冷凍74 f研究会」で婦人交摩郡入決定。一重量

75 研究会「冬綴議康j人流lf 会部九行なう (大野婦協婦協人 長交O努B一
市場問題の学留がふ 幾婦人部 会発足

76 
える

き尾沢改支部月 11mの例会
77 移出野菜予冷主主設建 冬期言普段」少での婦 が 良普及員の都合で
設 人の出席多鈍る 農休臼にとれなくなり

78 ※高台「てん菜栽註改活動が若手停滞する。
技術研修締会」には経 活良普及員の指導なし

79 r1如何爺村そ楽研究営主と主 とが一年 で動ずる萌芽みられ
会」に改称する。 交替で参加している る。

注) 洞爺幾協 W1筒爺の野菜Jl1974年及び1977王手，他，ききとりより作成
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といわれているへ 道具による手工業的な技能の段階と重化学工業の生産力発展に基礎づけら

れた機械化・装罷化・化学化段階の違いととらえることもできょう。

II期，小規模施設盟芸の導入期

1965年頃から構造改善事業が始まる 1971年までである。農協は阜くも 1968年から野菜の

販売事業に積極的にとりくみ7)，1969年には定費・定量野菜の生産・出荷体制を目的として均

質商を提供する共同育商事業にとりくむ。グリーンアスパラとトマトの共同撰果もこの年から

はじまる。また府県先進地農家滞在研修制度を発足させ，後継者の実地訓練にとりくんだ。

こうした農協主体の事業に先だって， 1966年には会員 20名で「洞爺村そ菜関芸技術研究

会Jが結成される。研究会の活動の主たるものは栽培技能の向上をはかることを呂的とした，

①冬期講習会での生産・技術学習，②現地講習会による技術・技能の情報交換，@道内各地の

そ菜農家の視察等のほかに，市場視察が研究会の重要な活動としてとりくまれている。この市

場視察は会員全員が交替で札I混市場に足をどはこんでおり，他度地ものと比較し，あるいは価格

の動き，荷姿などを知る実践的な学留の場となっている。こうした生産者自身の学習と市場関

係者との交流が「洞爺ものjの地位を支えている。

先にふれた共同育苗は労働過程全体からみれば部分的なものにすぎないが，春期の労働競

合の緩和に果たす効果は大きい8)。 共同育s1iにおける育商労働は「研究会j会員が担うことに

なる。共同撰果も陪様である。

また，この時期に，関連組織(村行政，農協，農業改良普及所，農民代表)の結集合はかっ

た「洞爺村営農対策指導協議会Jが結成され，農業振興の基本方向が検討されることになる。

III期，大規模施設園芸の形成期

構造改善事業による大型ハウス導入のはじまる 1971年から 1975年頃までの時期である。

第ニ次構造改善事業では行政基準の修正を加えつつ，大型ハウス及び大型流通施設の建設が実

現された9)。 温風媛鹿機・地温ボイラーなどの内部装備の充実によって，また， トラクター耕

による省力化によって(大型ハウスにおける定植準備作業の所要時間はD型ハウスの 1/2に節

約された10))，飛躍的に生産力が発展した。その結果， トマトの裸手労働による共問撰果では，

もはや対応が間難となるに至仇 1971年には小型共援機を， 1973年には大型共撰機をあいつい

で導入し，これをもって農民の直接的な労働過程からトマトの撰果労働は分離するのである。

一方，多くの農家が施設題芸を導入したため，それに対志して「研究会」会員が増加し

た。それまでの生産技術学習の定着は言うまでもないことだが，組織体制の強化・充実が迫ら

れ，部会組織の強化をはかるのもこの時期である。育商委員体制の確立や，メロン・セルリ部

会の結成によって出荷調整を行なうなどはその一例である。農協も研究会の意向にそってトマ

ト・セルリにおいては週単位の販売額のブール制をしくことになる。

IV業H，野菜生産の本格的な展開期
1974年以捧現在までの時期である。農協・研究会，農民が一体となって集約作目への発

援， 野菜生産の接輿につとめているといえよう。 とくに1974年頃からメロン・セルリ等の道

外移出もはじまり組織的対応が一膳求められている。留2-3は主要野菜の販売額の伸びを示し

ているが，メロン，アスパラ，スイートコーン，セルリ，カボチャのいずれも道外移出に依存

し，その割合は 50~90% ときわめて高い数億を示している(表 2-5 参照)0 1977年の移出野菜

用の予冷施設建設は道外移出(洞爺がはじめて)に対応したものである。なお， 1975年には

「大型ハウス見舞金制度Jが発足し，農民間の互助組織として役立っている11)。
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図2-3 ::'巨婆聖子楽の差益協耳元扱販売額

口
川
内

セJレリ

億
千
一
五

スイートコーン

かぼちゃ

アスパラ

一億

とまと

メロン

五千万

レゴ言ス

きゅうり

1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 

注) 1. メロン 1974年，アスパラ 1971年が不明

2. 洞爺差是協生産量事業部資料より

表2-5 主要作物の遊外移討i級交割合 (等主役 %) 

一一一一 197と 197こ 19と

J l二l-lt:;l;::l::;12:
スィートコーン 7.7 43.5 53.7 84.2 81.3 

セ ノレ 10.0 22.5 31.9 48.7 

カ ボ チ ヤ 45.7 53.8 76.3 64.7 95.3 94.7 

野菜総耳元扱蕗 7.1 8.3 20.7 28.5 45.6 52.9 

注) 洞爺幾協生産量著事業部資料より



機械化・施設化段階における婦人労働の特徴と淡民経営の発展条件 213 

以上から総じて言えることは，農民層の主体的な対応と築関的形成，それをささえた農協

のとりくみとが相互に浸透しながら発展してきていることである。農協の流通菌での先行投資

と営農指導の強化ーとくに「研究会」を農民集鴎の中核的組織として位置づけたことーとは農

民経営の発展に大きく寄与している。

ところで，洞爺村における野菜の主産地形成については，その社会・経済的背景をもふま

えておかなければならない。それは， 1960年代に入ってからの大都市札麟及び地方都市への人

口集中に伴う野菜需要の急激な増大に負うところが大きいが， {足進条件として①輸送部門の

発達一道路網の整備に伴うトラック輸送の発達によって社会的輪送費負担が軽減されたことと

②野菜の流通機構の整備中新卸売市場法の制定 (1971年3月)によって卸売市場の整備・配置

がすすめられ，集中・総会・大型化によって集荷奴売過程が合理化されたことをあげなければ

ならない。つまり， 1969年の国道230号線の開通が札幌間の時間的距離を著しく短縮し， ト

ラッグ輪迭を可能にした。さらに，開じ年に始まる札i幌市中央卸売市場の整備・拡大によっ

て，大最生産・大量出荷の受け入れ体制がはじめて準備されたので、あるo こうした条件と，技

術的にも高度な施設闇芸を導入することによって野菜の主産地が形成されたのである。

3. 農民の経営対応

澗爺村の施設園芸農業の展開過程の概要については前節で、ふれたが，施設鴎芸農業の担い

手層の性格を切らかにすることが，この節の課題である。

2-6は施設盟芸をとりいれている農家の経営概況を示したものである。それらをハウス

面穣の大小を基準にして，階層区分したものが表2-7である。これらからいくつかの特徴を指

摘できる。

第1にあげられるのは，ハウス導入農家は，総体として，経営耕地面積が2"'-'3ha層の小

規模農家である。悶2-4にみられるように縮小傾向さえみられるのは， 傾斜地を遊休化して，

施設関芸による集約化を強めた結果で、ある12)。ハウス面積は2000m2以上の農家が2/3を占め，

5000 m2をこえる農家もあることから， 施設園芸が基幹部門に位置づいていることが確認でき

る。表2-6の農業収入からハウス収入の比重がきわめて高いことが明らかである。表2-8は全

道の主な施設圏芸地域の農家戸数・面積をみたものだが，洞爺村の一戸当りのハウス面積は全

道市町村の 4番gの規模を誇っている。しかも加温設備の装備率ではいずれの市町村よりもま

さっている。

以上の特徴をふまえた上で， ハウス規模別の農家の対応をみると， 2000m2以下を別にす

れば，経営耕地面積の狭い農家ほどハウス面積規模が大きし野菜作の専門化・集約化を強め

ているが，他方比較的経営耕地面積の大きい農家は，ハウス面積規模も 2000~3000m2にとど

めて積作，畑作との複合経営を行なっており，経営耕地面積の大小によって施設爵芸の位置づ

けが異なっていることが第2の特設である。

第3の特徴としては早くから露地野菜をてがけていた零細農家で、は，構造改善事業のはじ

まる 1971年以前から施設園芸をてがけ，専門的経営の志向がみられるが，大部分は1971年以

後に施設園芸を導入し，ハウス規模も読者の農家ほどではない。だがこの層にあってもハウス

面積の拡大がすすんでいる。国 2-5は表2-6の中から抽出した10戸の農家のハウス面積の拡

大の過程を示したものであるお)0 1971年を前後してどの農家も急激なハウス拡大を行なって

いるがこれは， 1971年からはじまる第二次構造改善事業による大型ハウスの建設が画期となっ

ていることは言うまでもないことである。大型ハウスの導入による労働生産性の上昇によって
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表2-6 向爺村施設額芸幾家
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における経営概況(1975年)
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注) 1. ハは施設闘芸，露は露地野菜，焔は焔{乍，7.I(は稲作をあらわす。 2. 1976王子社会教育研究

図2-4 経営耕地規模とハウス規模の推移 (1965年-1970年-1975年)

経
営
9 ~耕
地
箇
横

81⑤ー#⑤

6 

ha 

10 

--------.恥①

20 30 40 50 

注) 1. 数字は表2-6の農家主番号をあらわす。
2. 1976年社会教育研究室実線調査
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経営概況 (1975年)

家族(労人働)力 年齢別従事者数人(界) 従事日数別家族労働 人(%)

iI2) ~60 160~90間11~1501502~ 00 200~ 総数 男 女 60-

3.6 1.8 1.8 
6 1 3 5 3 2 1 1 14 
(33.3) (5.6) (16.7) (27‘8) (16.7) (11.1) ( 0) (5.6) (5.6) (77.8) 

3.0 1.7 1.3 
1 3 2 1 2 1 8 
(11.1) (33.3) (22.2) (11.1) (22.2) ( 0) ( 0) (11.1) ( 0) (88.9) 

3.8 2 1.8 
3 4 2 2 8 1 1 2 1 14 
(15.8) (21.1) (10.5) (10.5) (42.1) (5.3) (5.3) (10.5) (5.3) (73.7) 

2.7 1.2 1.5 3 8 1 4 1 2 13 
( 0) (18.8) (50.0) (6.2) (25.0) (6.3) ( 0) (12.5) ( 0) (81.3) 

1.6 10 11 15 
4 2 49 

(16.1) (17.8) (24.2) (14.5) 1(27め (6.5) (1.6) I (9.7) (3.2) (79.0) 

窓実態調査
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隠2-5 ハウス規模の推移
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注) 1. ( )は家族労働力数， (十1)は家族労働力の増加数をあらわず。
2. 0は農家主番号をあらわず。
3. 1977年社会教育研究室実態調査

174 

33.3 

90 

54.2 

91.8 

217 

基労働幹力

(入)

3 

2.7 

3 

2.2 

2.7 



218 教育学部紀要第37号

喜美2-8 北海道の主な施設間主主地域の重量家数・面積

ピ ノレ ノ、 ウ ス 装 {綴 主客 (%) 

差是家数 宮古 積
うち加温設備あるもの 1戸当り 方日 滋 設 備

im 重苦

(戸) (ha) 農家数 在言 穣 ( a) 農家数 箇 務

会 道 5032 224.57 593 40.95 0.45 11.8 18.2 

石狩地域 313 15.58 60 2.93 0.50 19.2 18.8 
札幌島 市 132 7.61 27 1.42 0.24 20.5 18.7 
広/llJ 41 2‘43 10 0.45 0.59 24.4 18.5 

渡島地域 318 16.77 71 5.39 0.53 22.3 32.1 
大野町 134 8.19 37 2.55 0.61 27.6 31.1 
七飯町 64 2.44 12 0.43 0.38 18.8 17.6 
森 町 74 4.51 13 0.73 0.61 17.6 38.4 

桧山地域 86 1.32 5 0.06 0.15 5.9 4.5 

後志地域 483 25.15 25 0.81 0.52 5.2 3.2 
小樽市 96 3.29 7 0.18 0.34 7.3 5.5 
余市町 77 18.73 10 0.41 2.43 13.0 2.2 

~知地域 379 33.02 79 6.27 0.87 20.8 19.0 
夕張市 125 18.40 16 3.33 1.47 12.8 18.1 
奨際市 25 2.52 6 0.35 1.01 24.0 13.9 
砂JIl市 20 2.16 11 0.97 1.08 55.0 44.9 

上 111地域 737 40.42 145 10.74 0.55 19.7 26.6 
旭川市 135 8.50 42 3.49 0.63 31.1 41.1 
策本申楽町 63 6.40 16 0.51 1.02 25.4 8.0 
さ当 麻瑛 町 114 7.87 5 0.78 0.69 4.4 9.9 
き定 器了 33 4.17 17 2.50 1.26 51.5 60.0 
富良野市 188 6.56 18 1.47 0.35 9.6 22.4 

溜増現地域 142 31.46 3 0.18 2.22 2.1 0.1 
毛/llJ 39 10.17 2.61 
小平町 68 19.67 2.89 

宗谷地域 105 0.65 2 0.12 0.06 

網走地域 371 13.40 32 0.86 0.36 1.9 18.5 
北見市 125 4.37 5 0.33 0.35 8.6 6.4 
遠綾田T 32 2.27 7 0.13 0.71 21.9 5.7 

題銀地域市 354 24.35 110 11.61 0.69 31.1 47.7 
伊達 132 7.20 44 3.52 0.55 4.0 0.3 
j符爺村 62 9.52 36 6.67 1.54 58.1 70.1 

日高地域 226 5.70 25 0.88 0.25 11.1 15.4 

十帯勝地域 517 7.80 16 0.33 0.15 3.1 4.2 
広市 75 2.05 5 0.11 0.27 6.7 5.4 

~II 路地域 462 6.25 13 0.72 0.14 2.8 16.0 
自1¥路村 48 2.57 9 0.41 0.54 18.8 16.0 

根室地域 539 2.70 0.04 0.05 1.3 1.5 
別浴田了 431 2.09 0.04 0.05 1.4 1.9 

注) 農林省『差是業センサス..!I1975年
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ハウス規模と設備状況

農家
総ハウス

B B/A 
暖房設 備

C/A D/A 
換気設備

E/A 
潜水方式

頭穣A 小型
番号 大主主

(%) 
滋風 C溢湯 D 空軍 熱 (免) (%) 

換気扇E 夫弁 サイド (%) 水源 方 式

7763m' 4248 3515 3864 3480 4388 パイプ滋水
① 54.7 49.8 44.8 O 56.5 地下水
20棟 6棟 13練 5綴5飼 4機4儲 7糠131濁 ホース潜水

6218 2980 3138 4056 3182 4164 パイプ滋水
A ② 47.9 65.2 51.2 O 67.0 地下水

17 4 13 6 6 4 4 7 11 ホース潜水

4950 3000 1950 3000 2400 3000 パイプ潜水
③ 60.6 60.6 48.5 O 60.6 地下水
14 5 9 5 5 4 4 5 15 ホス滋水

3308.7 1712.4 1596.3 1388 758 162 1712 パイプ潜水
⑬ 51.2 42.0 22.9 O 51.7 地下水

9 4 5 3 3 2 2 1棟 1鏑{育商) 4 9 ホース潜水

3143 2468 675 2084 968 2148 320 パイプ潜水
⑦ 78.5 66.3 30.8 O 68.3 流水

B 8 5 3 4 4 2 2 4 11 1練 1偶 ホース潜水

C 2820 1200 1620 800 400 1320 パイプ漆水
@ 42.6 28.4 14.2 O 46.8 流水

9 3 6 2 2 l 1 4 7 ホース潜水

2700 1280 1420 960 960 120 1500 パイプ濯水
③ 47.4 35.6 35.6 O 55.6 地下水

9 3 6 2 2 2 2 1棟 1儲(育苗) 4 9 ホース滋水

1947.5 720 1227.5 1160 620 1160 パイプ潜水
⑫ 37.0 59.6 31.8 O 59.6 流水
9 2 7 4 3 ω ワ 2 4 8 ホース潜水

1874.8 946.8 928 938 378 938 パイプ潜水
D ⑮ 50.5 50.0 20.0 O 50.0 地下水

5 2 3 2 2 2 2 2 5 ホース滋水

1600 720 880 940 220 940 パイプ。滋水
⑫ 45.0 58.8 13.8 O 58.8 地下水
6 2 4 3 3 1 1 3 5 ホース滋水

表2-9

N
H申1977年社会教育研究室実態調査より注)
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図2-6 稲作の機械化の~寂
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注) 1. ( )はトラクターの共同所有をあらわす。分母は共符所有農家の戸数をしめしている。
2， 8はハウス導入の年次をしめしている。
3， 0は農家番号をあらわず。
4. 1977年社会教育研究室実態調査

①窃@番農家のような大規模施設関芸農家が創出されるのである(表 2-9参照)14)。他方稲作と

の複合経営農家層は稲作の機械化と相互に補完しあいながらすすんでいる(図 2-6参照)。

第4に注目しなければならないのは，家族労働力の構成・規模が経営のあり方を規定して

いることである。表 2-7の労(動力構成によれば，ハウス規模3000m2以上の A.Bグループの

後継者の存在と，その豊富な2世代にわたる労働力構成がハウス拡大の主体的条件となってい

る。他方， Dクやループの 2000m2以下層では夫婦協業を主体とし労働力構成が劣弱なため，小

規模な経営にとどまっているのである。なおこの層には後継者のみとおしのつかない農家が存

夜している。

北海道における施設菌芸農家の多くが副業的な段糟にある中で，1同爺村では大型ハウスに

よる高い生産力形成の実現によって，複合経営あるいは専門的な経営を践関するにいたってい

る。土地規模，あるいは家族労働力の構成・規模によって施設閤芸の経営内の位置は異なって

いることをみたが，いずれも狭い土地規模に制約されながら，農業で自立するための選択のー

っとして施設麗芸が導入されたことはいうまでもない。しかもこうした経営の選択とそのため

の条件整鑓を地域的・集団的に行なってきたことが農民経営の発展に結ひ、ついたのである。
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1)大部E京高沼は，昭和30年煩から高級菜豆の全国消費支詮10万後のうち 4万俵を供給し，由花主主について

はほぼ100%の特産地となっているとのべている。太白B京高昭 f地域農業と重量協JI(詞本経済評論主主，
1979) p. 117. 

2) スイートコーン，かぼちゃ，グ Fーンアスパラ，レタス，白菜号事をさしている。

3)佐藤 正「農業機械化段階における小藤氏の分解と経営様式J(吉岡寛一綴f高度経済成長と地域の幾業
機造J重量山漁村文化協会， 1975) p. 38. 

4) i問爺村差是協 IT1的意告の野菜JI1977， i間重吉村差是協lIi潟爺村重量協30年Jl1978，太田原高紹『地域差差薬の発践と
重量協の役割JI(重量政調査委員会『臼本の重量業JI112， 1977)，前掲太岡原高昭 f地域農業と農協』その他，

洞爺村農協営重量部あるいは重量家務査のききとりから裳壊する。

5)環幾協総合長.

6)山E日定市「果総裁楽生産の新展開J(11北海道幾業発達史』北海道立総合経済研究所， 1963) p. 1367. 
7)一元集荷多元販売と呼ばれどんな小物でも重量協がとりあつかっている。集められた野菜は札!幌市場を中

心に，各地方にも出荷している。

8) 1969年当時，共同育苗ハウスは 1棟165m2であったが，1971-1973年を経て 3棟1440m2i:こ拡大される。

9)太田原高昭(前掲 f地域幾業の発展と農協の役割JIp. 90)によれば「団地造成は平地の水留を全面的に
転換してーケ所にまとめ野菜作重量家はそこへ移住または通い作するというものであったがこれは幾家に

強く反対され，個別差是家の耕地内にハウスな建設し，その主義団体をもって留地とするというかたちにか

えさせj また f事業への参加資格として地域の平均耕地面積の 1/2以上， 50aを下らない耕地合もつ幾

家という規定があるが……この資格にみたない農家には比絞的規模の7Cきい近隣農家のこと地を借地させ

るというかたちできりぬけjたとのべている。藤氏の希惑がほぼ遜った地元本位の第二次構造改善事業

であった。

10) I北海滋における施設関芸経営の現状と集団組織化J(北海道農業試験場，北重量試幾業経常部研究資料，第
44号， 1977) p. 50. 

11) 1974年の台風の被害を契機として発足する。損審査定委員会の損容額の認定によりその 1/3を年度末に

積立金の限度内で交付する。基金は 3.3m2 ~当り 50F9 (初年度200汚)を積立て 2000万内を超えれば無

事故返還する。この制度は公共機関による共済制度が発足すれば解消することにしている。

12)傾斜地を基盤整備して平地にした結果，耕地iifi讃が総少する場合も多くみられた。

13)調査年が異なるため 1975年のハウス規模に若干くいちがっているところもあるが，ほぼ一致している

と判断できる。

14)育商ハウスには混湯，大君主ハウスには議風機，いずれも自動化している。また換気は大型ハウスには換

気扇が装置され強制j換気を行なう。漆水はほぼ全面積について施澄式のパイプ。潜水が行なわれている。

補助的にホ{ス滋水が行なわれている。大事1ハウスの絶対爾績の大きい上層ほどハウス内装i底部積も大

きく，中上!欝よりも高い生霊主力段階にある。

第3意 施設闇芸におりる婦人労働の特徴一洞爺村脆設題芸農家

の事例分析より

この章ではいくつかの農家を事例的にとりあげ，労働主体の性格を個別農家の個々の成員

にそくして務らかにすることによって，施設題芸における婦人労働の特徴を明らかにする。

1. 機械化，施設化段階にお廿る農民労働の特徴と婦人労働の位震

第一意ですでに言及していることであるが，施設閤芸は人口的に自然環境を制御しつつ作

物の生育をはかる栽培方法である。しかもその栽培方法はハウスの大型化・高度化によって著

しく変化してきている。その特徴は第1に換気・保温・潅水等の自動化によって栽培環境の秘

御が容易となったことであり，第2に，その効率的運用をはかるため大型化が促され，その結

果耕転機・トラクター耕が実現する。こうした機械化・施設化と特徴づけられる労働手段の発

展によって労働過程の編成が大きくかわってきている。一方，施設の大型化・高度化によって
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施設の効率的利用をはかる周年栽培の進展にともなって，品種・作型・病害等に関する栽培管

理技術の開発・研究が行なわれる。こうして綴筏化した栽培管理労働が他方で、集積されること

になる。しかも収穫・定植等の集約的単純手労働が広範に存在している。このように，これま

で畜力や手労働であったものが①機械と結合した労働@装置と結合した制御労働に鷺きかわ

り，また一方で@自然諸科学の発展を基礎にして登場した栽培管理労働は集約的技能労働と

しての性格をますます強めている。④しかも規模拡大に伴って，収穫をはじめとする単純な集

約的手労働部分は減るどころかむしろ増加していることも指摘しなければならない。

こうした直接的生産過程における労働の特質とあわせて流通過程に延長された生産量過程の

労働，すなわち，厳密な規格，品質の要求される選別・包装等，あるいは周年的な出荷労働等

は青果物生産特有のものであり，農民に一躍の労働負担を与えるものになっている。

周年にわたる栽培はこのような費の異なる労働を主主存させることになる(閤 3-1参照)。

富な家族労働力の存在とも栢{突って家族内分業の契機が内包されているといえよう。では，一

体どのようにして労働が組織・編成されているのであろうか。

1813-1 月別作付計廊 ーセノレワー

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8il 9汚lOil 11il 

11B 15 14 <:f' 12 20 封坤棋
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注) 洞爺村施設題芸重量家より。 1977年

まず生産費調査から概略をおさえることにする。ハウス促成トマトの生産費調査(全国)

によれば，定植，中耕除草，栽培管理等の集約的労働過程における女子労働のシェアーが50%

をこえる一方，本臨床土作り及びいれかえ，本国耕起等の機械作業や潅排水管理・保温換気，防

除等については30%内外にとどまっている(表3-1，図 3-2参照)。また温室メロンは他の作自

主f圧倒する膨大な労働時間が投下される集約的作自であるが，潅排水・保温換気のシェアーが

最も多く， 27%にも及び，ついで栽培管理が21%を占める。 ところが収穫調整は1.6克にす

ぎない(国 3-3参照)。男女別のシェアーで女子労働のシェアーが大であるのは中耕除草 80%，
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栽培管理58%，定植54%等である。他方，比較的，女子労働のシェアーの小さいのは潅排水・

保温換気，追肥，防除であるのは促成トマト

と変わりないが，流通過程に延長された包装

作業もきわめて小さい。それぞれ40克， 36%，

28%， 40%である。 トマトの包装が50克で

あるのと対照的である。メロンの包装作業は

ネットで等級を選定する，技能的性格の強い

労働過程である。こうして機械作業や潅排

水・保温換気等の環境制御労働等から排除さ

れた，新たな「従麗的労鮪関係1)Jを形成し

ているといえよう。

さらに措騨別・家族形態別にほりさげる

メロン女子労働比率及び作業別労働

待問比率

ー一喝ハウス72年 l
j女子比率

。ー.。録地74J'手 i

直ここD ハウス72年 i労働時間

a:ごごb 露地74年!比率

図3-3
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人のitlli立・役割についてJ(北海滋大学
『教育学部紀要』第32号， 1978年)

注) 1. 
2， 

重量林省『野菜生産変調査J
拙稿「幾多喜労働における綴人労働の性格

変化と主体形成J(臼本社会教育学会1IE1
本社会教育学会紀要』昭和53年度 No・
14， 1978年)

注) 1. 
2， 
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ことが必要だが，現在の生産量費調査からは不可能なことである。従って，これ以降は，農家実

態調査から明らかにしてし、かなければならない。間3-3は潟爺村施設盟主主農家の作業別の労働

分担をみたものである2)。

作業別の労働力配置の特徴は，①移植・鉢上げ・定植・収穫等の集約的労働過程では2"，-，

3人以上の労働力で構成されている。@番農家以上では3人を必要としている。②機械作業

を主とする労働過程では 1"，-，2人で編成され 1人は補助労働力として位鷺づいている。@保

温換気・潅排水では労働力 1人でも可能で、ある。

次に男女別の労勘分担を特徴づけると，①機械作業・潅排水・保温換気には男子基幹労働

力が位置づき，女子は単純長時間手労働に主として位置づいている。@雇用労働力の導入は上

述の傾向をよりー謄強め， 家族内分業主t形成している(①②⑬番農家)。 ③婦人は技能性の高

い，誘引・整技・ホノレモン処理等の栽培管理労働な担当している。

以上から，集約的な労働過程が存在するため，保有する労働力の最・質が経営規模に直接

影響を与え， 2000 m2以上では労働力3人が必要とされている。 さらに保有する労働力の状態

によって労働編成も異なる。労働力の農富な上層では，技能性の高い集約的労働過程で婦人が

専従となり，機械作業，重筋作業には男子が専従するといった家族内分業が形成されるが，他

方，労働力の少ない下層では，婦人は集約的な労働過程を中心としながらも全労働過程に位置

づき，相Ii.補完的な夫婦協業体制をとっている。

それに加えて，家族内協業を補完する共同労織が形成されていることに控目したい(図 3-3

によるとトマト，アスパラの共同撰果，共同出荷，共同育務がわかる)。

施設閤芸における家族協業の実態をとらえるには，上記の労働分担では限界があり，生産

費調車に相当する労働時間分析が検討されなければならない。次節以降では， 1978"'-' 1979年の

1年間にわたる労働B誌記帳農家4戸の事例j分析によって， 施設園芸農家における労働編成の

特徴を現らかにしていきたい。

2. 問爺村施設題芸事例農家の経営展開

前節の全般的動向をふまえて，洞爺村の事例j分析にすすみたい。個別農家の労働編成分析

をすすめる前に，とりあげる事例農家の経営展開を把握する必要がある。というのは，経営を

推進してきた家族労働力の性格が労働分担に影響を与えると考えられるからである。

ここでとりあげる農家は， 1976年に調査した農家の④，@，@，⑮番農家にあたるが，こ

こではそれぞれA，B，C，D農家とする(第2章表2-2参照よいずれの農家もこの間にハウス

規模を拡大し，基幹的部門として佼置づけ在高めている。 A農家は2500m2拡大し，7000 m2 

に，B農家は900m2拡大し3500m2に，C農家は800m2拡大し5400m2に，D農家は1900m2

拡大し3700m2になっている。 A農家は専門化をより一層おしすすめ，またB農家，D農家も

3000 m2以上となり，上向発展をとげているといえよう。いずれも中~上層の農家といえる。

A，B，C，D農家の経営展開の概要を示したもいが関与4A， 4 B， 4 C， 4 Dである。 以下

特徴を要約する。

A農家の場合，事例農家4戸の中では施設滋芸導入が最も早く 1967年に始まる。本格的には大製ハウス

が導入される， 1972年からは稲作をやめて野菜作を専門とする。なお，この際，傾斜地の義援繋備で耕地問若葉

が縮小する。今やハウス箇積は70aに達し，洞爺村における有数の野菜専門農家となっている。大型ハウスは

すでに1973年には現在の面積を篠保し，専らD製ハウスの拡大につとめている。 とくに1979年から 1980年

にかけて1200m2と急激な拡大をはかつているが，後継者の結婚による労働力の増加に対応したものである。
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~3-4A 幾家の経営概況
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図3-4 B差是議定経営概況
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図3-4D D幾家経営概況
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繋 プラウ
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業中耕培土 管 理 機
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⑮i 

機防除
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本移犠 悶3制掛 ¥ 2条3醐 X主笠盟¥ 慢 1粂1台沼
披奴稽 コ ~員長;{台、自、 ィ 〆2条1会g 1p条〆ヨ台B 閣時a ¥'Y41閥⑩
窓脱穀 脱 穀 機
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除 替 機 ③ 

軒 ⑩ ⑮ 

⑪ 

本穏 200 220 泣 220 泣9 2市 337 担 340 340 340 340 340 的 340

トマト 9 9 9 9 9 5 

f'Fメロン 21 21.7 15 15 不 27 
セルリ 67 10 5 

M レタス 12 12 6 6 6 5 

キュウり 104 10 5 

作;!JJタイナ 4 5 

カシ口 3 

盟a 菜 4566目 5 10 自

いちご 構

ピーマン 5 10 10 10 10 3 

a ササギ 5 15 10 5 

カボチャ 4.5 10 
しいたけ額 3 3 3 
ナ ス 5 
てんさい 4.5 

ハウス主婆 [トマト町メロン)
作付悼系 レタスーーメ口ン

手井事孟
ト ラ ク タ 1台目

¥耕
事五 機

本 2台. I 

移植
2聾3台 2晶2合目 1条1醐¥ 手植え

収種 コン目iパイン自¥
3轟2台 2畠 1会 2畢3台自 パ!ィ\轟2台畠 13:1~~ 苧刈'!
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防除 スピ ドス 動力撤粉機

ハウス

野 嘩入
ハウス開曲

育種 議問青葉

撰果 共トマ撰鵜ト始・アスパラ

薬 出荷 農協一元出稼多元販売隷姶

ピaLaSニずり-ルし. てまがえ

注) 1. 1971年にハウスが導入されているがこれは稲作の育滋舟である。

2， ⑧は共同所有をあらわず。

3， 1980年農家裁資

⑬ 
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1972年にトラクターを， 1977年には専用トレンチャーを購入している。 このトレンチャーは地力陣容を防ぐ

ため天泌がえし用に使用されている。 i同爺村ではじめての購入である。いずれも共問所有であり過剰投資を避

けている。農協が野菜の販売を掠始する 1968年以前から室蘭へ共河出荷 (3戸)していたため， トラックの導

入は1967年と早い。作付作自はD型ハウスが大勢を市めていた当初はトマトーキュウリが主婆な作付体系で

あった。大裂ハウスの導入を経て， トマトーメ P ン，セルリーセルムセノレリーメロンに変化し，メロンとセ

ルザの比重が増大している。それぞれハウス箇積の 33%，35%を点めている。一方， トマトの生産はむしろ

縮小し，キュウザにいたっては全く作付されなくなった。相対的に粗放的なメロン・セルリの作付面積の拡大

によって，規模拡大に伴う労働待問の増大は棺殺されている。施設閤芸導入当待から男子基幹労働力2人，女子

基幹労働力1人の家族労働力構成である。 1980年からは基幹労働力は4人であるo農業収入・支出は表3-2A

を参照せよ。農業所得は590万，所得率は46.8%である。 利子・借金を差し引けば農家経済は必ずしも安定

しているとはいえない。農業生産諸資材の高総，生産価格の不安定によって農家経済は一層不安定なものに

なっているといえよう。

表3-2A A農家農業収入及び支出 (1979年) 表3-2B B農家重量業収入及び支出 (1979年)

7寄 身毛 物 1，245万円

幾業収入 そ の 他 16 幾業収入

計 (A) 1，261 

経営焚 (B) 671 

支払利怠 122 支払京j 怠 l 16 
農業支出 農業支出

秘税公認 39 租税公言葉 i 37 

言十 832 計 400 

資 金 返 済 106 資 金 返 済 27 

重量業所得 {(A)ー(B)}(c) 590 農業所得 {(A)一(B)}(c) 423 

農業所得率 (C)j(A) 46.8% 食業所得率 (C)j(A) 54.6~ら

主主) 1980年農家調査 注) 1980王手幾家調査

B農家の場合， A農家と同じように早くから野菜作をはじめ， 1968年には施設題芸を導入している。洞爺

湖を往復する遊覧船で虻問符へ崩荷していた。大製ハウスの導入を契機に稲作をやめた。 1976年以降， D型ハ

ウスを中心に拡大をはかつているが，これは東京に就殺した怠子の Uターン，結婚と対応している。しかし，

ハウス規模はA農家の半分ほどにとどまっており，混風面積シェアは26.8%と低い。家族労働力の形態と労働

手段の技術段潜とは相互規定的である。つまり，後調査者の展望のもてない状態が長期間にわたって続いたわけ

で，そうした状態がトラクターの所有を回避させてきたのである。また{乍付体系も依然としてトマトーキュウ

ヲータイナの体系が基幹であるのは，①ハウス街穣の急激な拡大を避け，労働条約的な作闘で収益を高めよう

としていること，②新しい作目をとりいれるには主体的条件が充分でなかったこと，喜きするに，若夫婦は未熟

練労働力であり，しかも老夫婦は新しい作図を導入すベく，労働力能を高めるといった対応はしなかった。長

年にわたって媛舟労働力が導入されてきたことが作付体系の関定化を一層強めたといえよう。後継者が就農し

て後，近年になってようやくメロンの作付がはじめられた (1979年)。セルりの作付も後継者の就農後は毎年行

なわれているが1979年には“売り物"にならないといった状態で‘試行錯誤をくワかえしている。経営収支の

概況は表3-2Bに示されているが，経営費を低くおさえ(うち労賃が22%占めている)，高い所得率を笑現し

ている。

C農家の場合，稲作単作経営であったが(一時殿熔地を借りたことがある)，構造改善事業を契機に自家消
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費用の水聞を除いて野菜作に転換をはかる。総崩穣では劣るものの，大裂ハウスの箆績ではA農家よりも大

きく，温風面積シzアーは58.9%を占める。作付体系もハウス導入当初からトマトーメロン，セルリーセノレリ，

レタスーメロンの体系をほぼ確立している。これには後継者が以前から自家菜闘を利用して力量を蓄積してい

た経験が大きい。主要作自のハウス作付面積シェアーはトマト 11.4%，メロン22.8%，セノレリ 50%である0

1971年にはトラクターが導入され，ついで、1979年には47馬力の2合間のトラクターが導入される。 これで

結合部門である稲作のトラクター童相:可能となり労働生産性を高める。だが移植過程の機械化は 1975年まで

待たねばならない。また収穫過程は 1965年以来パインダ一段階にある。犠犯生産のため 1965年煩から和牛飼

育がはじめられているのもこの農家の特質である。 1979年には後継者が結婚した結果，家族労働力は4人とな

る。農業所得384万，所得率38%とすでにみた2戸よりも低い水準にとどまっている(表3-2C参照)。

D農家の場合，他の 3戸のいずれの農家よりも施設思議の導入が遠く， 1973年からである。

他の農家より，比較的耕地筒穣の大きいこの農家では水稲作における機械化を完了した後に，余剰労働の

完全燃焼を目的として施設園芸が導入されている。つまり大型ハウスの導入をはかる前年の 1972年にはトラ

クター耕一機械槌ーパインダー泌段階に達し，主婆な労働過程については機械化されている。その後もハウス

規模を拡大させながら，陀時に稲作部門の機械化を-J醤おしすすめ， 1976年のコンパインの導入をもって機械

化「一貫j体系段階に到達している。なお，ハウス導入の時期は後継者の結婚の一年後にあたる。ハウス規模

では， B幾家と同程度であるが，キュウヲ等の集約的作自は当初から排除し， トマトーメロン， レタス…メロ

ンといった作付体系をとってる点が呉なっている。作付面積シェアーはメ口ン36.8%， レタス 21%である。

セルリの生育においては未だ失敗が多いが今後作付を拡大していく予定である。表3-2Dは経営概況であるが

結合部円である稲作の収入に支えられて高い所得，及び所得喜容を実現している。

表3-2C 幾家幾業収入及び支出 (1979年) 表3-2D D幾家差益楽収入及び支出 (1979年)

3於 100万円 米 415万円

! 予ま 男さ 物 850 H 晃ミー 785 

重量業収入 肉 善5 50 計 (A) 1，200 

そ の 他 9 経告書受信) 454 

計 (A) 1，009 支払利息 19 
差是業支出

経営費 (B) 625 租税公言栗 54 

支払利息 34 5十 527 
幾業支出

租税公課 67 資 金 返 主寺 54 

726 幾多長所得 {(A)ー(B)}(c) 746 

資 金 返 済 45 重量業所得率 (C)j(A) 62.2% 

幾多長所得 {(A)一(B)}(c) 384 注) 1980年幾家調査

重量業所得率(c(乃A) 38‘1% 

注) 1980年農家調査

以上の事例農家の経営展開の概要から，労働主体の問題にそくしていくつかの点について

指摘できる。第二次構造改善以前から施設関芸をはじめていたA農家と B農家との緩営展開

の最も大きく異なる点は，農民経営の再生産を保障する担い手(後継者)が施設菌議をてがけ

た当初に存在していたかどうかが，その後の経営展開の方向合決定づけている。すなわち，こ

の事実は農民経営の発渓それ自体が家族構成に大きく規定されていることを示している。省力
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化によって拡大条件はすすんだとはいえ，集約的な労働過程が広範にあるため，家族労働力の

叢が経営の規模を決定していく度合いが施設園芸の場合，とくに強いといえる。後縦者の結婚

による家族労働力の増大を契機に規模拡大がすすめられているのが特徴的である。

また， D農家でセルリづくりが定着していないこと， B農家では就農後数年後にセル人

メロンの作付をはじめているのに対し， C農家では施設関芸導入と同時にこれらの作目を本格

的に作付しているといった事例から，労働主体の力能のあり方が経営展開に影響を与えている

ことが援措できる。

どのような労働力能をもった家族労働力によって，どのように労働過程が編成されている

のかがさらに深められなければならない。そして婦人労働がどのように位置づいているのかが

解明されなければならない。

3. 潟爺村施設盟芸農家における労働編成の特徴一事例分析から

前節で、ふれた4戸の農家の労働日誌の分析から労働編成の特散をとらえる。表3-3は家族

構成員の年間の労働時簡をあらわしたものである九総労働時聞はB農家を除いて，いずれの

農家も 5~6000 時間であって概して少ない(第 1 章図 1-2 参照)。 これは第1に農家の主体的

な経営計調・経営実践が反映されているといえる。 つまり A，C， D農家のようにメロン・セ

ルリ等の粗放的作自の拡大 (10a当り投下労働時間はほぼトマト 1200時間，メロン8404)時間，

キュウリ 900時間，セルリ 400時間である)，あるいはC農家のように大型ハウスの対総面積

比を高めて省力化をはかるといった対応 (1978年段階では6割に達する)，あるいは稲作の機械

化とその余剰労働jの投下といった対応を行なう D農家など多様で、ある。 それに対しB農家で

はトマト・キュウヲを基幹としその労働集約性を康用労働力の導入によって家族労働時間の

増大を抑制している。第2に指擁しなければならないのは，共同脊苗， トマトの共同撰果，共

同出荷による過重労働の軽減で、ある。 A農家では農協が共同出荷を手がける以前から野菜作を

はじめていた。その当時は，朝 3時ごろ室蘭へトラック輸送で出荷し，またトマトの撰果は夜

なベ仕事といつた状態であつた町

ところでで、4戸の農2家反は，家族形態(現在はニ世代家族)さらに家族労働力の年齢構成まで

近似しているが，個々の構成員の労働艶分は農家によって様々である。 B，C農家のように女
子に対する配慮，あるいはD農家のように高齢者に対して配慮した労働配分が行なわれてい

る。他方A農家のように労働力の少ないところでは相対的に労働強化となっている。すなわ

ち A農家では3人とも基幹労働力であって，ほぽ同量の労働時間となっている。 ところが

B農家では女子の労働時間が男子労働時間の 1/2で，女子2人をあわせるとほぼ男子1人に相

当する。 C農家では経営主の妻の労{勤時間は男子1人の2/3に棺当ずる。 こうしてB.C家で

は女子労働に対する配慮がうかがわれる。 D家では経営主夫婦が基幹労働力であって，老夫婦

はあわせて 1200時間ほどで，経営主夫婦の 1/3ほどの補完的労働力であることが確認できる。

この夫婦は年開の労働量の 1/2 を 7~8 月期に投下している。 そこで図 3-5A， 5 B， 5 C， 5 D 
は労働ピークにあたる 5~8 月期の 1 日の労働時間を週平均であらわしたものであるが， この

労働ピーク持に前述の家族構成員の労働力としての位震関保が明瞭にあらわれている。

家族構成員の労働力としての位置づけは労働過程にそくして兵体的にとらえることによっ

てさらに明確になる。図3-6A， 6 C， 7 A， 7 C (労働時時)7B， 7D (従事回数6))は作業別の労

勘分担を示し， また表-5は家族構成員にそくして作業別のシェアーを示したものである。各

農家の特徴を列記することにしよう。
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農家

表 3-3 事例農家の年間

B 重量 家
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117 
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135 
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34 

195 

171 

78 

8 

521 

254 

147 

285 

264 

186 

73 
(+) 

1，370 

1，051 
720 

200 
(十)

計 1 2，2日 1 2，1161 1，928 1 39 1 6，3必 1 1，729 1 967 1 1，7751 996 1 1，558 1 7，回5

F円司ヨ汗 3叫 0.6I 100 I 24.6 I13.8 I 25.3 I 14.2 I 22.2 I 100 

注) 1. 章受中の点線から上は， 1979年，下は 1978年の労働日誌より

2. C農家は作業別労働時間をたしたため実労働時間はさらにふえる。また 11-12月の作業の
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図3-5A 各選平均労働時間 (1日当り)
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主主) 1978年労働日総より，以下図 3-5Dまで悶じ
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月'別労働時防 (単位:待問)

D 長差 家 C 差是 家

経営主 言襲 父 f手 言十 経営主 言毎 長男 |主主 〉妥 手伝い 言十

41 18 59 26 4 42 33 105 

110 72 2 15 199 60 40 88 42 230 

184 157 30 58 429 119 92 145 120 476 

193(十) 212 38 88 531 120 96 112 109 437 

148 140 89 416 126 96 106 438 
120 115 36 305 50 40 9 157 

246 
268 22 84 620 157 103 171 25 456 

(十) (十)

299 302 111 131 843 189 116 203 3 511 

303 294 
127 150 

874 91 150 381 
(+) (+) (+) 

226 235 22 91 574 138 102 159 399 

208 216 424 122 68 131 5 326 

142 116 12 270 91 58 100 249 

不 明

2，220 2，145 427 752 5，544 1，338 906 1，469 435 17 4，165 

40.0 38.7 7.7 100 35.3 10.4 0.4 100 

ほとんどが記されてない。従って 3割増しと考えてよい。

3. 表中の十は記されていない日の労働時間をしめしており多くとも 10時間前後と考えられる。

関3-5B 各選平均労働時潟 (1S当り)
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関3-5C 各選乎均労働時間 (1臼当り)
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図3-5D 各週平均労働時間 (1臼当り)
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A農家の場合，構成員各々はすぐれた労働力能をもっ労働力で、ある。とりわけ妥の位置は

く，育商・栽培管理過程を中心としながら防除や耕転過程を除く全過程に従事している。後

継者は栽培管理や除草の労働量が相対的に短いが海排水や防除・耕転の比重が高い。なお防

除・耕転は経営主と後継者が専門に従事している。後継者の収穫調整過程の労働量は妾と間程

度となっているが，さらにたちいって検討を加えるならば，表3-4に示すように後継者の収穫

調整労働はメ P ンに特化していることが確認できる。セルリのホース海水は妥の比重が高い

(パイプ潅水は手動式ではあるが，ハウス内にパイプをはりめぐらし，いつでも海水ができるの

で，ここでの潅水はホース濯水のことである。とくにセルリは乾燥な嫌うのでパイプ潅水とあ

わせてホース海水も行なわれている)。労働編成の責任者は後継者にある。

C農家の場合，家族構成員の労働力としての位置には階層性がある。後継者は機械作業，

潅排水・保櫨換気等の調節作業の主要な担い手となっている。それに対して，経営主の妻は育
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作業百Ijの労働分担比率(年間労働時間)図3-6A
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1978年及び 1979年労働日誌より

活・栽培管恕・収穫等の集約的な裸手労働が中心であって，全過程に占める位置は低い。経営

主は全過程に位置づいているが，労働編成の責任者ではない。野菜は後継者，稲作は経営主と

いった分担が形成されている。表3-5は作自7JIJにみたものだが， A農家の場合と同じように，

メロンの収穫調整過程での後継者の従事率が匝倒的に高い。セルワの海水(ホース潅水が多い)

は後継者の従事E容が高い。他方，下葉かきや，わき芽の芽かきさ李の栽培管理労{動は専ら

夫婦が従事している。後継者が結婚して，年をこしてから若妻が農作業に加わるが，集約的裸

手労働を中心に基幹労{動力となるにふさわしい訓練の設捕にある。

D農家の場合，若夫婦主体の労働編成であって，老夫婦は定植，栽培管理等の集約的労働

過程中心の補助労働力である(なおトマトの整校の大半は母が行なう)。従って， A.C農家の
ように機械作業や防除については男子が行なうといった労働分担ではなく，若夫婦中心であ

る。父は機械作業にはほとんど従事しない。稲作の水管理は父の専門である。

注)
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作業別労働分担

(作業~IJ労勤時間)(5 月~呂月)
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B農家の場合，雇用労働力の導入によって女子労働の軽減につとめている。経営主の妥が

病弱なため早くから雇用労働力をいれている。常震である。そのため，女子は育苗・定槌・栽

培管理・収穫をや心とした労働編成が形成された。経営主の妻は収穫(ささぎ中心)・栽培管獲

に集中し，中でもホルモン処理は専従であることから，妾の労働力能に適した分業体制がとら

れている。後継者は，未熟な労働力として機械作業の補助的な位置づけであったが，昨年頃か

ら次第に制御調節作業や機械作業の基幹的な位置にかわりつつある。若妻は農業の経験がな

かったため，単純裸手労働中心の担い手である。

なお，潅水，温度制御調節は作物の栽培予備知識を不可欠とする施設関芸特有の労働であ
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作業llU労働分担
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10 

るが，ハウスの内部装備の実現によって，誼接の裸手労働が装置の謂節作業にとってかわり，

労働負担の軽減に果たした。しかし同時に科学研究に基礎づけられた管理労働として，生産力

形成には特別な位置づけをもつことになる。この労働の主な担い手はA農家では後継者が中

心であるが，後継者や経営主の妻も可能である。 C農家では後継者の専従であって，経営主や

姿は全く従事していない。他方D農家では，若夫婦が行なっている。 B農家では経営主と

(経営主が主体)が行なってきたが，後継者に次第に交替しつつある。

以上のことから，第1にとりあげたいことは，労働編成の多様な形態それ自体，機械化に

よる省力化の実現によるものであり，同時に大型ハウスの技術段階がそれを可能にしたので、あ

る。さらに軽視してならないのは，何度もふれてきたことだが農協を中心とした流通過程の共

同化の効果は大きい。こうした物的基礎があってこそ， B.C農家の女子労働に対する特別の

配慮が可能となったのである。第2にとりあげたいことは，家族労働力を主体とする農民経営

であるがゆえに，施設関芸の導入時の家族のライフサイクルが労働編成に寵接に反映されてい
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表 3-4 1'1'目別の労働分担 (時間)

l¥ 
予言ε ヱド紛 定 滋 保 i良 除 裁 防 収

たづけあ長J-でγ2んじー) 外ルユLピ~>i そ他ツ床関起・
話1 主者 穫

土整 持ド 計
ペコ地 換 管主 調

一担f くり 施日巴 前自 オt 気 月巴 主主 理 除 室生

メ 絞営主 9 24 17.5 6 10 233.5 20.5 31.5 61.5 413.5 

ロ 姿 18. 9.5 19.5 -1 18.5 211.5 62. 339 
A 
ン iミ ヲ3 21.5 18.5 14 3.0 2 99.5 14 282.5 5 460.0 

セ 経営三区 106 16 70 9 7 34 132.5 52. 253 26 705.5 

i定 ノレ 妥 191.5 1.51 79.5 14.5 66.5 165.5 8.5 266.5 24.5 844.5 

り i主 男 123.3 62.0 71. 34.5 12. 13 80.5 57. 186.5 3 642.8 

経営主 14 7 7 4.5 51 2.5 38.5 17.5 一 142.0 部かみで・

姿 305 0.5 12.5 4.5 35 57.0 10.5 150.5 ーマ

長 男 31. 9.7 12.5 41 3.5 45 6.3 149.0 

メ
経営主 26. 6 6.5 81.5 2 4.5 24 150.5 

姿 11 3 6 4 50.5 3 2 80 
ロ

fミ 男 22 17 9 9 551 97.5 4.5 62.5 18 4 257 
C 
ン
長男の姿 1 2.5 3.5 

セ
経営主 86.5 8.5 47.5 7.5 3 9 38.5 7 83 22 2 314.5 

姿 76 6.5 46 1.5 7 31.5 9.5 63.5 13 254.5 
長差 ノレ

主主 努 91 30.5 43.5 26.5 2 6 5 6 12 74 11 1 308.5 
リ
長j労の姿 40 9.5 25 8.5 83 

経営立三 24 11.5 9 1 51.5 5.5 79.5 2 189 
家

姿 20.5 8 9 1.5 62 3 2.5 8.5 115 
竺ミF

長 男 21. 16 9 12.5 48 2.5 L.5 6 163.5 

長男の姿 27 1 9 6.9 43.9 

注) 1978年及び 1979年労働日誌より

ることである。すなわち， C.D農家の場合のように，施設箇芸導入時には，生産・経営の中

心的な担い手はすでに後継者にうつっており，そのことが老夫婦の労働力の形態を決定づけて

いるのであり，労働力能を発達させる主体的な対応が弱い。他方， A.B農家の場合は，その

当時の家族形態や年齢構成からいっても各人が自らの労働力能の発達につとめなければならな

かったのである。 A.Bの絞営主の妥は「研究会J活動に積極的に参加した。 A農家の棄は現

在もなお積極的に参加している。

また，女子を年齢別にみた場合 D農家の経営主の妥のすぐれた労働力能にあらわれて
いるようにA，B，C農家のどの若妻も研究会主催の講習会に参加するなどして労働力能を高め

る努力をしているといえる。

第3に， A農家の経営主の姿あるいはD農家の経営主の妻にみられる高い労働力能の形成

は，条約技術の存在が逆に可能にした側面をとらえなければならない。事子商や栽培管理労働は，
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表3-5 家族労働力別作業J]1jシェアと主な作業の交任者 (~ら)
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集約的労働であって， しかも一定の技能性が必要とされ，収穫安定に欠かせない重要な労働で

ある。従って技能を有していれば不可欠な労働力として位置づけるのである。一方B農家の経

営主の棄のように新しい作目(セルリ等)の栽培管理労働に従事せず，従来から作付している

トマトの栽培管理が中心なのは，新しい作自の技能労撤を修得していなし、からである。

第4に， i昆度管理，潅排水の調節は環境制御技術として作物生育に決定的な影響を与える

が，自動化によって作物生理の知識をもてば誰にでもできる労働になっているが，必要とされ

る労働力は男子労働力 1人でも可能なため，女子労働は排除される傾向がある。他方メロンの

選翌日労働も技能性が求められるものの集約的な労働ではないため女子労働安排除する。

第5にとりあげなければならないのは，機械運転とのかかわりについてである。年齢をと

わず機械作業に従事する女子は少ない。施設内労働であるが故に労働過穏全体に占める機械作

業はきわめて限定されており，しかも轍筏な技能性が要求される労働過程が広範にあるためと

いえよう。

他方，収穫労働に代表される集約的単純手労働には，家族労働力の全てが投入され，高齢

者をも補助労働力として位置づけていることを第6の特徴としてあげられる。

以上のように婦人労働の位置が施設園芸の労働過程の特鷲に基礎づけられていることが確

認できる。しかも洞爺村では栽培技術の集団学習によって婦人の条約的な栽培管理労働を中心

とした労働主体としての力能を発達させることにつとめていることがうかがえる。

1) 奨士路達雄「重量家婦人の労働・生活と要求J(黒)1日俊雄他編『労働者の生活と家事・育児』番号盟主『現代の
婦人労働Jl3，労働旬報社， 1978) p. 196. 

2) 拙稿修士言語文要旨「商業的幾業の発渓に伴う差是業労働編成の質的変化と幾家主詩人の地位・役割について

一施設鼠芸食業の若手例を中心にーJ(北海送大学『教育学部紀姿Jld高32号， 1978年)を参照せよ。

3) 一年間依頼して毎日記帳してもらったものだが，作粂の種類が多いため，その分担にあたっている記帳

者の主観の入る余地があると王寺えられるが大筋は妥当である。記帳3告は A差是家と C淡家は後継者， B淡

家t土後継者の姿 D幾家は経営ヨミの姿である。 A差益家と C幾家の場合は作目5]1]の作業労働時間がわか

るが， B農家と D藤家の場合は，一日の総労働時間と，作業外容はわかるが作自別の作業労働時間はつ

けていない。

4) メロンは「アーノレスメロン」で溢蜜メロンと同じ品種のものであるが，洞爺では有底床ではなく無底床

をとることによって，省力f七を実涜している。この数伎は「北海道における施設盟主主経営と現状と集問

組織J(北海道操業試験場，北差是試重量業経営部研究資料，第44号， 1977)を参考とする。 p.42.
5) 一年ほど俄別に出荷した後， 3戸の幾家の共同出荷が行なわれ，交代でトラック輸送をした。

6) B農家， C農家については作業従事回数で計算した。

第4意 地域農業の発展と婦人労働の関連

1. 農民の生産・技術学習の発展過程

第2Jl震でふれた「研究会」が農民経営の発展に果した役割は大きい。 表4-1は「研究会J

のこれまでの主な活動をまとめたものである。 また表4-2は 1967年から毎年行なわれてきた

f冬期議官会」のカジキュラムを一覧にしたものである。「研究会j活動の歴史的な変化につい

て次のことがいえるだろう。まず，栽培技術学習を基本に内容を充実させてきたといえよう。

実践と結びつけた学習形態をとっているのが特徴で，現地講習会や先進地視察に力をいれてき

た。 r研究会」の発足当初は，現地講習会に札幌や伊達にまで出向して学んでいる。毎年開か
れている「冬期講習会Jは家族全員の学替の場とする一方，また後継者には先進地研修制度，
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会 種 会 習会会

視 先進地視先進地税 札幌市場 札幌市場
市場祝祭察察 旭JII方面視察 視察

察 セノレザ・セノレリ・ 視察研修札幌聖子菜遂外研修道外先
研 先進地視察メロン部メ P ン部 会 実践重量家視察 進地視察
修 会先進地会先進地 視察

研修 研修

婦市場視察 01010101  101  1010101010  
人婦人交流会
研 (大野町そざい研究会)1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 10  
修 道外研修 O (市場視察)

聖子菜作付野菜作付野菜作付トマト等 メロン出 本州方面反省会普及所と そ菜食家
各種検討会 検討会検討会反省主主び検討会 祷検討会 研修生践 の懇談会 と幾協と

に検討会 出荷反省 談会 の懇談会
会共同

トマト検育留反省
討会及び会，出荷
反省懇談計画，出
会 荷反省会

大 金北属海野道菜そE範菜幸芸閤研芸究研大究会 01010101  10  
大会 o 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 I 0 I 0 I 0 I 0 全道そ莱

会 臼股そ菜関芸振興会 O 技術研究
総会 会

ぷ午

"" 
習ま誇其百冬

日
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ン
会

レーショ

年

注) 1. 

2. 

リク

新
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署長4-2 向爺村そ菜園芸研究会

1979年度
14 IITJ 

1978年度
13 [ij] 

1977年度
12関

1976年度
11図

1975年度
10 [ij] 
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第 10洋菜栽培のカンど10野菜栽培の組織化1:2降灰土と施肥対策10肘南瓜とハニー10伊遠野菜病害虫の
i ころ ! と特産地の夜り方10野菜の作君主と品種i栽培 ; 実態
/セノレリー肥料，病¥10長野県の野菜の現i流滋対策について1(スィートコーン)10道外移出野菜の動
バ融臓の取桝)¥況 1

0野菜緩払栽培|向
日i¥について /1 技術交換 10野菜に対する今後
図 10洞献すそ菜箇亥研 I (伊達，余市 の姿勢
同i 究会総会

Oスィートコーン10洞書官野菜の現況と10本州向野菜と流通10静潟県地方の野菜10不況下の野菜栽培
第 1 (ハニー)増収栽培j 今後の絶対的条件[ 情報 | 栽培主主に差是家緩営| について
技術について j とは 10段近の経済動向と; の動向 10新時代の後楽の在
= 10聖子菜の現況と80年幾多震対策 旧東京市場でのj向爺iり方
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1. 洞爺村差是協営幾部資料よれ 1971，1970， 1969， 1966年度は不明のため省略

婦人には市場視察を当初から行なうなど階騨別のとりくみも農協は力をいれてきた。

第 2に特徴づけられることは，栽培技術オンリーの活動から，たとえば「冬期講習会Jの

カゾキュラムに市場流通関係の講義内容が増えていることからも明らかなように販売・流通の

情報の集収・普及の機能を強化していることである。その結果第 3にあげられるのは，メロ

ン・セルリ部会の結成にみられるような生産出荷調整機能をももっ，生産者の経営組織の性格
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「冬期議官霊会」のカリキュラム

1974年度 1973年度 1972年度 日首;長11968年度 1967年度

O関言語式 O 
ー見
Ig 開会式 O隠言語式 O開講式(疫 042年度実緩検討

01河爺村における O 聖子菜栽培と第二 O洞爺聖子菜問の市 0病害害 病菌核) 4l祢Z 
資系の現況と今 次長義業構造改善 場性と題点 Oそ菜の消流につ 栽培実績
後のあり方 Oハウユトマトの 事業 O飯究実絞報告 いて 出荷笑綴
トーヤ食品工場 調査から栽培忠 O道内市場におけ O訴i爺野菜の現 (機構対策)
連絡事演 向康談会 る野菜の動向に 状と問題点

O~庭菜類の栽培 O先進地研修綴台 ついて
レタス， F当才，
キャベツ

Oセノレリー及小物 O東北の野菜情報 Oそ菜栽培の省力 O施設関主主の緩 0洋菜類の栽培に Oグリンアスパラ
野菜の栽培 とi雨量告の対応 について t苦 ついて 栽培
ササギ， ミツバ O トマトを中心に

O (f経育審営虫も妨含徐むに)つ
O トマトの抑制裁 0穫の栽培

号事 したノ、ウス栽培 務について

Oのア{ノレスメ ロ交術ン 座談会 いて

Oハニ /ミンダム Oメロン，アメリoi肉爺村そ菜点の反 Oいちご，メロ O生護資材につい O トマト，キュウ
の計画栽培と出

カの野菜郊洋
者と問題につ ン栽培につい て リの栽緩

湾全村共通 O情札幌勢近と 栽の聖小子楽も
いて て Oハウス病害につ 0一般そ楽につい

O移出野菜関の1間流 O私のそ菜栽培経 O施設閤芸の基 いて -c 
状況と 題点 のの栽培技術 営について 礎管理 O一般作物とそ莱
ハニーノ、ンタム 害虫
カボチャ，メロ
ン

ーボチャio-害虫妨 0醐市場におけ 0野菜の病害虫 O零細農業のあり O栽培技術に対す
と露地野菜 j徐 る聖子莱の動向にについて ガ る研究討論
O野菜栽培と土嬢 O道内市場におけ ついて O薬菜と小物栽 O農業用電力の利 o~色濃資材につい
管理 る野菜会動向 O洞爺村そ菜会箇芸培について 用方法 て

座談 技術研究 Oそ菜栽培の段取

i 総会 i 

O トマトを基幹と O洞爺村そ菜E震予三 O野菜後の育留と O ウスー[g剣荷問題
したハウス経告書 研の総会 今の土壌管 理(光線と強度)10研究会定期総会
O北海道の青果fSl:l 理 O向上(トマト
地と1湾流のあり O研究総会

方 Oリクレーショ
ン
0新年会

O道内各市場 O(そ土菜壌栽管培理上)留意、 O昭和43年度の各
懇談会 すベ 自栽培計画立案
。総会 きこと (家族会議)

(品積)

0*州そ莱の動向 043年計度の各自栽
と本選そ莱のあ 培磁の検討に

O開りブ講7式
ついて

。指導詞
共出荷計図

を帯びることになった。それは個別農家の経営の検討にまで発展せざるをえない。 1976年度

及び 1978年度に「冬期講習会Jで事例j報告をもとに経営討論会が行なわれているのも控目さ

れる動向である。年末に行なわれる「野菜作付検討会j は，農協と農家の懇談会であったもの

が， トマトを中心とした作付検討会を経て，野菜全体の作付を検討する場に発展していったも

のといえる。
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こうして f研究会Jは農民の学習を基礎とした生産者組織に発展していっている。 1978

年には「研究会jの名称から「技術Jを削除し，販売・流通機能をもった組織とすることを確

認したのは，こうした「研究会」の性格の発展を裏づけるものである。また問時に日胆そ莱菌

芸振興連絡協議会に「研究会」として加入したのも販売・流通の情報をうるための対応であ

る。 こうした「研究会jの多彩な活動は潟爺野菜の全道的・全国的地位が高まっていくのに

伴って激化する産地問競争にたえぬく主対的対応、にほかならない。

第4に，すでに述べていることであるが，共同育苗の共同労働は，部分的ではあっても従

来の家族協業のわくをこえた労働組織を編成するものであり，社会化された労働としてとらえ

られる。この共同労働に青年層や婦人膚を讃極的に位置づけて，個別分散的農家に社会的協業

の編成能力を訓練していることに注gしたい1)。

農民もまた，労働力能・経営力能を高め，地域農業の編成主体2)としての力量を獲得して

きているのである。

2. 洞爺村施設園芸農家婦人の地位・性格の変化・発展

農家婦人もまた施設髄芸を中心とした野菜生産の発展の中で生産力形成の担い手層とし

て，その力量を蓄積した。しかし，農家婦人もまた“地域農業の編成主体円として包括してし

まうのではなく，その独自の発展段階宏明らかにしていくことに重要な意味があるのである。

それは①婦人が特別の性をもった存在で、あって r私的所有制」のもとでは家庭内労働を担う
存在としてあり@しかも農家婦人の場合家族協業を基礎とする農民経営であるために労働力

として不可欠である，とし、う特殊な性格があるからにほかならない。

「研究会j と関連させて婦人謄を把握するデータをわれわれは手にしている。 その概観念

表4-3 洞爺村そ菜研究会

1979年度 14図 1978年度 13凶 1977年度 12図 1976年度 11悶

一一 一二三四五 一二三四五 一二三四
日 日 日 臼 日 段 日 日 日 日 日 日 日 沼 臼 日 日
自 自 自 自 自 目 g 自 自 自 自 目 自 自 自 自 関

35 43 42 33 33 37 37 34 32 31 33 48 30 18 37 34 23 

研究会他下台
( 6) (11) (11) (7) (11) (6) (9) (5) (7)(9)(12 0)(13)(11) (4) (4) (6) 

村 322  2 5 4 3 3 
( 1) (2) 

高 台
21 9 26 14 17 16 16 18 33 30 23 8 14 16 7 14 6 
(1 ) (1) (1) (2) (1 ) 

内

そ の 他
7 5 15 8 15 5 5 6 5 4 8 O 3 3 8 2 3 

(1 ) 

村 外
3 10 10 17 24 32 35 18 3 11 19 8 2 (123) 838  

(4) (4) (4) (1 ) (1) (1) (1) 

計
66 67 93 72 89 91 88 76 73 78 85 64 51 55 64 53 43 
( 6 ) (12) (11) (11) (15) (11) (10) ( 9 ) ( 9 ) (10) (10) (13) (11) (9) (6) (7) (1) 

カE の J¥ a 人 数 226 (29) 416 (54) 351 (53) 215 (23) 

参村内参加のベ人数 203 (29) 334 (40) 311 (53) 186 (18) 

村内参加者女子比率(%) 14.3 12.0 17.0 9.7 

注) 1. 1969年の村外参加人数は不明 2. 溺爺農協苦言淡部資料より 3‘ ( ) I主女子の人数を玉沢ず



247 

追うことにする(第2

rc;;している。

婦人組織結成，婦人組織の結成は「研究会」の結成のすぐ後のことである。その前にすで

に澗爺農協婦人部の 1グループとして「野菜栽培研究クゃループ」がつくられていた。このグル

ープに加わった婦人の多くは野菜(露地)生産を卒くからてがけていた「美沢地区jの嬬人で

あった。当時はじまりつつあった「研究会j との連携を強め，野菜の栽培技能に熟達するた

め，農協婦人部とは独立した婦人の独自組織 r美沢生産婦人部」を発足させたので、ある。 グ
ループ発足のいきさつを元生産婦人部長Sは「経営も露地からトンネノレへ，吏に小型ハウスへ

と移り変わり，栽培される疏菜もトマト，キュウリ， レタス，子持ちカンラン等高級なものが

栽培されるようになった」と諮っている。

活動の柱は共同作業と学習活動である。共河脊苗が実施される以前は，百合根の鱗片かき，

子持ちカンランの撰加の共同作業を，共同育苗が開始されてからは，その播種作業の実質的な

担い手となる。学習活動としては「研究会J主催の研修会(冬期講習会，市場視察，現地講習

会)への参加とあわせて婦人独自の講習会も実施している。偲別農家の枠をこえた共同学習・

共同作業は婦人の労働力能を高め，また向時に交流をつうじて連帯・友情をうみだす場となっ

ていくのである。

婦人組織の発展的解消と生活活動の充実， 1971年からの構造改善事業によって施設園芸な

はじめる農家が急増し r研究会」会員も一挙に増加する。 その結果水田・畑作地庄の農家も
加わり，これまでの美沢地在主体の「婦人部jでは， もはや全ての婦人を網羅できなくなっ

た。しかも「研究会」の婦人層に対するとりくみも定義し，生産学官の独自組織の必要性もき

それはほぼ野菜生産の発展に伴う「研究会」の発展に対

機械化・施設化段階における婦人労働の特徴と差益民経営の発展条件

図2-2参照)。

50 40 41 32 41 40 44 
(5) (6) (10) (7) (13) (11) (13) 

冬期務習会参加人数

3間1968年度6@l 1971年皮9悶1974年度

一一一日間同
日
践

一
日
思

日
思

日
自

一
日
間
口

五
臼
同
同

四
日
間
日
目

日
目

日
目

問
日
間
日
目

一
一
段
目
一R
a
30 30 33 30 
(8) (9) (7) (8) 

5 

45 38 53 
(13) (18) 

94 95 83 
(29) 

48 64 75 64 67 
( 9 ) (29) (33) (26) 25 18 24 18 

(3)(1)(1)(1 

5 7 18 12 
(2) 

14 14 7 19 2 28 10 
(1 ) 

1 17 2 3 18 10 3 11 8 15 14 

hl ~ ~ ~ alll1 % ~I~ ~ ~ ool~ ~ hl ~ 00 ~ hl 
( 9 ) (29) (33) (26) (28) 1(3) (29) (29) I (11) (13) (18) (18) I ( 5 ) ( 6 ) (10) ( 7) (13) (11) (13) 

87 75 72 69 
(13) (10) (8 ) ( 9 ) 

382 (65) 191 (60) 290 (88) 354 (125) 303 (40) 

288 (65) 

22.6 

191 (60) 

31.4 

318 (125) 

39.3 

250 (40) 

16.0 
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えた。 表4-3から切らかなように「冬期講習会j の参加者の女子比率は 1972年前後は3離に

及んでいる。こうして f美沢生産婦人部jは解散するが，さらに f部落jの狭い地縁的結合を

こえた，広範な，地域全体の婦人層相互の結びつきを強めることになる。他方「実沢生産婦人

部Jは農協婦人部の 1支部として，生産と深く結びついた多面的な婦人部活動を展開していく

のである。表 4-5は美沢支部が笑施した婦人学級の学習内容であるが，多面的な活動の一端を

うかがわせるものである。またこれらの活動絞験は「研究会jを媒介にして他地区の婦人に波

及し，影響を与えていく。 1974年「研究会j総会の席上で決定される農休日の設定には，婦人

躍がきわめて大きな投割を果している。 1972年から美沢地底は生活改良普及員の行なう生活

改善事業の重点指導地区に指定され，生活改良普及員の援助も得て，生活改善・健康管理の活

動を始めていた。生活時間調査や農夫症調査から労働に適合した休養の不十分なことや，農繁

期の家事時間が犠牲となっていることから“30分早くあがる"運動などがすでに試みられて

いた。そうした活動をとうして農休日の必要性の認識が増す増す高まっていったのである。

こうして英訳地区の婦人が中軸となって，婦人層の要求として提案されることになる。事実，

図4-1にみられるように，農繋期の過重労働によって体重が減少するといった事態がうまれて

いる。過重労働克服の組織的な対u)は，婦人自らの労働力価値の認識のあらわれとして控目す

る必要がある。

1975年には農協婦人部総会で冷凍庫の集団購入を決定し 100台余りの金村的共同購入が

実現するといった状況もあらわれている。

婦人の経営主体としての形成・発展，市場・流通の側面セ強化した「研究会jのとりくみ

は婦人にも影響を与えざるをえない。冬期講習会で市場・流通関係の学留の強まる 1976年頃

署員4-5 奨沢総入学級学習内容 (1972年)

1. 8 開 級 式 yぷ:去、 民 自立

10 j問爺聖子菜の市場性と問題点 差是 協

11 施設鼠主主の経営 差是 協

12 宅事・メロンの栽培について 施設園芸の混度管理 差是 i窃

13 野菜の病室害虫 薬菜と小物野菜 長義 協

14 果菜の脊諒 基盤整備後の土縫管理 差是 協

22 総人としての一般教養 農村における社会教育の在り方 ノιミJ、 民 古書

25 指蓄積笑習 育高ハウス

29 トマト栽培について 家庭の花づくり 差是 協

2. 8 関守i実習 育商ハウス

12 料理実習 家庭の花づくり 公民館・潟校ハウ九

19 土地基盤整備後の土議管理 諸島菜栽培作業腐の作り方 j、」、j 民 古宮

26 料理実習・問絞式・反省会 ノ必、占、' 民 館

注) 1. 洞爺幾協営重量部資料より
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劉4-1 美沢婦人部月別体重結果
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注) 霞胆振地lK農業改良普及所調べ， 1974年

から婦人の参加が弱まっている(表4-3参照)。個別農家における経営管理に対するかかわりが

相対的に低い状態がここに反映されているといえよう 3)。 しかし「研究会j も家族全員の参加

をめざした特別の配慮をする(座席に名札をつける等)ことで婦人の積様的参加を呼びかけて

おり，漸次前進していくと考えられる。その他，大野町そ菜研究会の婦人との交流で，婦人の

組織的力量は一躍高まっている。 1979年度からは婦人の道外研修にも足をふみ出している。

4-6は経営の参加の度合いをしめしたものである。これによると作業臼程の組立て・作業わ

りふり，作業記録等の労働編成の主体としての力能をみにつけてきている。他方販売計画，経

営簿の記帳の比重も土脅している。これらは基幹的労働力として存在している事実を基礎に，し

かも「研究会Jにおける販売・流通の学習の成果があらわれているといえよう。とくに阜くか

ら手がけている市場視察は市場問題の実践的学習として特別に重要である。

青年後継者が中心となって施設園芸を発燥させてきたことが青年・婦人層の経営参闘の度

合いを高めているといえようが，他方農業資産・資材の売却・購入については依然発言擦が弱

いことも忘れてはならないへ

総体としてとらえるならば，今や婦人においても労働主体としての力能ばかりでなく経営
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表4-6 家族民の経営参加の状況

家族協議形態 〔犬 約〕 〔夫婦+後継者〕 〔二世代夫婦〕 〔夫婦十ぼ〕 なんらか
の形で参

⑫ ⑬ ⑬ ④ ② ⑬ ③ ⑬ ⑦ ① 加るしてい

将来計磁 夫 夫霊祭 |夫突息|犬妥怠決姿怠 犬姿 夫 |夫・父 夫委 会委 7/10 
営

生 販売計 iei さき姿 夫妥 l夫妻E息 息 |夫 j息 犬
父 夫 さる妥 さ望号 7/10 

fミ
夫母妻芸父作付計画 炎妥 犬姿|夫妥恩 姿息 主主妥 犬妥 ヨた き妥 夫 8/10 

施肥計画 き宝寺 ヲミ 夫 ，忠、 ゴノ¥二 夫 夫 夫 夫 夫 1/10 

E弱
選品種定 ・霊童簡の 夫姿 夫妻 夫姿，怠 妥，息 夫言要 炎 ぜ喜姿 夫 6/ 8 

E霊
作祭日程 さ妾 夫妻 怠姿 夫妻さ怠 ラた妥 夫 夫幸喜 ブミ 6/10 

作言葉わりふり o姿 夫妻 |夫 2怠[夫?息|夫妻怠 夫妻 丞姿 る言雲 夫言基 毛主妥 10/10 

① 機械施設管潔 夫妥 夫妻 犬 息ヨた ，忠、 夫 夫 夫 夫 ヨた 2/10 

生援物の奴売 毛主姿 夫妻 i夫姿息 ，息 i夫委忍 夫 夫 さる姿 iき姿 7/10 

阪
土地の売却・購入 |犬@怠 夫 夫・父 1/ 3 

う吉
購そ農の業売入の他資却産の

機設械.Ij革 ¥fS妥 夫妻 さ妥 息夫 夫 犬養 夫母妥父 チミ 夫 夫 4/10 

語定 着5 夫妻 夫母妻父 2/ 2 

目巴 料 必姿 夫姿 夫 怠 夫 夫姿 夫 夫 夫 犬 3/10 
総 f霊祭

宮司 料 ヨた妥 夫 1/ 2 

ffi{ 
資材

淡 芸誌 さ霊祭 ラた姿 会見 ，¥Il- 夫 夫 夫 夫 夫 一犬 2/10 
の購入

② 種 E百

資金導入のやりくり③ 毛主主祭 ラた姿 夫 霊祭忠 夫 夫 夫 さる姿 8言葉 夫 5/10 

実 作業簿記録 妥 霊安 夫 恩 夫 幸喜 姿 夫 夫運善 夫震(姿丹: 6/10 

務

④ 
経営簿記録 (姿) 姿 姿 (怠) (夫) (夫) (姿) 4/7 

参 生 ~ ① 88.9 88.8 82.4 50.0 71.4 62.5 50.0 12.5 75.0 37.5 61.9 

力5 奴毒事予入言総や長り②く+り③資金 100 100 40.0 16.7 20.0 40.0 37.5 16.7 40 20 43.1 

率 笑 務 ④ 100 100 50 O O 50 100 O 50 50 50.0 

?る 平均 )十④ 93.3 94.1 57.1 43.8 42.9 53.3 53.3 13.3 64.3 35.7 55.1 

注) l. 1977年社会教育研究室実態調主主

2. 息、は後継者をさしている。

3. 拙稿「農業労働における婦人労働の投格変化と主体形成J(日本社会教育学『お本社会教育
学会紀要J昭和53年度， No. 14， 1978年)より加工したもの。

を管理計画する経営主体としての力能を緩笑に獲得してきているといえようへ しかもこれら

の力能が，農協・研究会・改良普及所等と強く結びつきながら集間的に発展しているのが特徴

である。加えて，美沢支部にみられるように，生産と生活とを統ーしてとらえていくことがき

わめて重要な読点といえよう。月 2回の土曜半日の農休日が決められてから，農休aを利用し
て美沢支部の月例会が行なわれ，生活改善等にとりくんできている6)。 他方，水田農家の多い
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地域では施設関芸農家婦人の地域をこえた交流が強まっているが，逆に地域内の水田農家婦人

との交流が弱まるといった現象もうまれている。そして農休日を設定しても地域的な合意、とな

っていないため休むことができないという。 ここには農民の生産共同組織が地域(部落)をこ

えて形成される中で地縁的な生活集団である農業集落の役割が変化し，生産組織と生活集団と

の靖離もみられるが，同時に農業集落の役割を無視しえないことが確認できる。生産と生活が

不可分な農民経営であるが故に，農民家族の生活過程を生産過程と統ーして，その相互関連を

さらに検討することが課題となるであろう。

機械化・施設化段階における婦人労働の特徴と藤氏経営の発展条件

農家婦人の経営参加

注)

共同育箇では播種作業には女子，J5lC土づく

りには努子，毎日の育蕗当番は交代鍛，事子

高を築倒的に管理する糞任者としては予言演

委員をおき，青年が担当している。

これは山回定市のいう統治主体，民主的統

治能力ともし、L、かえることができょう。山

間定F行『地域差是築と重量民教育dJ(日本経済評

論者， 1980) p. 233. 

直接的生産過程の延;炎上にあるメロンの包

装などにもあらわれていることは第3主主で

みた。

美土路遼雄はこと地所有を基礎として f前期

的家族関係の残存jを指摘している。これ

らの現象もそうしたことのあらわれといえ

よう。き定τ七路達雄「差是家綴人の労働・生活

と要求J(蒸JII俊雄『労働者の生活と家事・
育児』講座『現代の婦人労働dJ3，労働旬報

社， 1978) p. 202. 

付図-1は潟爺村の荷台後家婦人と下台幾

需主婦人の経営参加の度合いを調査したもの

だが (1975年)，下台幾2主婦人の経営参加の

度合いが潟くなっている。

6) 第2意図2-2で切らかなことであるが，

1977年から改良普及員の都合(土緩午後は

待問外のため)，により，例会に参加できな

いことになる。そのため一時，支部活動が停滞するが改良普及員の指導なしで自主的に運営しようとし

ているのが設近の状況である。

金
や
り
く
り

1. それぞれの淡作業について「自分でやるJ
のほかに r3:eにやるJr相談をうける」を加
算したもの。

2. 1968年， 労働省婦人少年局務交 f後家婦
人の労働と生活に関する意識調査jによる。

3. 1975年社会教育研究室実態調査

4. 拙稿卒論要旨 f農家婦人の労働と生活j
(北海道大学教育学部社会教育研究家『北海

道大学教育学部社会教育研究室報dJ1976年)
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4) 
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まとめと課題

施設園芸の技術発展の特徴と施設菌芸農家の全国的な特徴をとらえることからはじまっ

て，許可爺村の地域的・集団的生産力形成をふまえた婦人の労働主体としての発展な，労働過程

分析から実態としてとらえ，さらに生産・生活学習の発展過程に位置づけてとらえてきた。

施設園芸の技術的特性と，産地開競争の激化とが相侠って，長時間労働は依然解決されず，

婦人は集約的手労働に否応なしに従事せざるをえない。しかも，施設園芸の技術発展はめざま

しく，栽培管理労働に代表される施設園芸特有の技能労働は絶えまなく変化発展している。ま

た温度管理・水管理は作物生理の知識を不可欠とする，環境制御労働といえよう。こうした施
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設顕芸の技術的特性を基礎にして「夫・経営主のいうがままに」長時開労織をしいられる傾向

が強い。だが同時に，施設化段階に対応して必要とされる技能労働，環境制御労働は，経験的

篤農技術ではなく，自然科学の発渓，試験・研究機関の開発・研究を基礎とした普遍性を有し

ている。経験による技能修得ではなく，社会的分業の発展による専門労働力と結合した，社会

的な技能修得の機会が広範に形成される。しかし，そうした機会がややもすれば婦人には閉ざ

され，家長から技能を修得せざるをえず，こうしたことが労働主体としての発展をはばむので

ある。洞爺村では，農協が中軸となって，農民経営の発展をさせるべく，生産カ形成に寄与す

る技術・技能学習の機会を婦人膚にも与えた。その過程はすでにみたように，婦人が労働主体

として発展していく過程であった。個別農家の枠をこえた婦人)曹の結集は，集団的生産カを形

成し，同時に過重労働等労{動力再生産過程にみられる貧国化の現状を克服する契機を内包して

いるのである。だがまた道外市場iぎりの段階に到って新たな困難がうまれていると考えられる

が，農協を含めた関連機関と農民との結合，あるいは農民間の結合を深める中で，婦人の主体

形成の条件もうまれているといえよう。

今後発展させるべき課題をあげれば①労働編成の実態をさらに分析して，家族協業の性

格を鮮明にするとともに②婦人労働のもつ歴史的社会的性格をほりさげること③労働力再生

産過程としての生活過程との関連を深めること④婦人をめぐ、る教育課題に本格的に迫ること

等である。


